


序　　　　　文

　日本国政府は、ラオス人民民主共和国の要請に基づき、同国の上水道拡張整備計画調査に係る

開発調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施いたしました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成 14年８月 20

日から平成 14 年９月６日までの 18 日間にわたり社会開発調査部社会開発調査第二課 木邨 洗一

を団長とする事前調査団（S/W協議）を現地に派遣しました。

　調査団は本件の背景を確認するとともにラオス人民民主共和国政府の意向を聴取し、かつ現地

踏査の結果を踏まえ本格調査に関する S/Wに署名しました。

　本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成 14 年 10 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　泉　堅二郎
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第１章　事前調査の概要

１－１　要請背景

（1）ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す。人口489万4,000人、面積23万7,000km2）

は、１人当たりのGNPが 400 米ドルで後発開発途上国（LLDC）に分類される。給水分野に

おいては、1999 年に、給水投資計画が策定され、2020 年までに都市部の人口の 80％に対し

安全な水道水を配水管から直接供給することを目標としており、首都ヴィエンチャン市は、

この目標を達成すべき最優先都市に位置づけされている。 　

（2）我が国は、ラオスに対し 1960 年代から、無償資金協力、専門家派遣等、一貫して協力を

行ってきた。またヴィエンチャン市に対しては1992年から1996年にかけて、無償資金協力

により、浄水場の拡張が行われている。しかしながら、近年、ヴィエンチャン市は、人口増

加、市民の生活水準向上、工業及び住宅地の拡大により、水需要が著しく増加している。現

在、既存の設備で給水限界量を超える操業を行っており、早急な対策が必要である。また、

改善あるいは拡張が行われていない既存の施設の老朽化問題も深刻で無収水の割合も高く、

1998 年のヴィエンチャン市では、人口約 57 万人のうち、約半数の人々が給水対象地域に居

住しているものの、水圧低下等の問題により、満足な給水を受けていない。水道技術者等の

人材も不足している状況にある。

（3）かかる背景よりラオスは、日本政府に対し「ヴィエンチャン市上水道拡張整備計画」のマ

スタープランの策定及びフィージビリティ調査（F/S）に係る調査の実施を要請した。これを受

けて2002年８月に、事前調査団を派遣し、要請内容の確認、実施細則（Scope of Work：S/W）

協議を行った。

１－２　事前調査の目的

　先方の要請背景、要請内容、実施体制、他機関の動向などを確認したうえで、本格調査のため

の情報収集を行うとともに、ラオス政府関係者との協議により、調査の範囲、内容、方法及び双

方の担当事項等を定めたS/Wの合意、及び協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）の署名を行

うために事前調査団を派遣することとなった。
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１－３　調査団の構成

No. 氏　名 担当分野 所属先 調査期間

１ 木邨　洗一 総　括
国際協力事業団社会開発調査部
社会開発調査第二課課長

8/21～ 8/28

２ 大村　良樹 水道計画 国際協力事業団国際協力専門員 8/22～ 8/28

３ 島崎　肇 水道行政 さいたま市水道部施設課課長補佐 8/21～ 8/28

４ 本多　裕美子
調査企画・ 国際協力事業団社会開発調査部
事前評価 社会開発調査第二課ジュニア専門員

8/21～ 8/28

５ 福田　文雄 上水施設
（株）ソーワコンサルタント
代表取締役

8/21～ 9/5

６ 伊原　ちづ子 社会・環境配慮
（株）エスパシオ計画事務所
取締役・業務部長

8/21～ 9/5
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１－４　調査日程

　2002 年８月 21 日から９月５日まで（官団員は８月 21日から８月 28日まで）

行　　　程

官団員（木邨総括・島崎・本多団員） コンサルタント団員（福田・伊原団員）

成田（11:00）TG641→バンコク（15:30）

バンコク（8:20）TG690→ヴィエンチャン（9:30）

・JICA事務所打合せ

・S/W 協議（WASA）

・S/W 協議（NPV）

・日本大使館表敬

・S/W 協議（WASA / NPV）

＊大村専門員：成田（11:00）JL717→バンコク（15:15）

・アジア開発銀行 （ADB） との打合せ及び情報収集

・JICA事務所打合せ

・S/W 協議（WASA / NPV）

＊大村専門員：バンコク（8:20）TG690→ヴィエンチャン（9:30）

現地調査（カオリオ浄水場・ チナイモ浄水場等）

現地調査（ナムグムダム・タンゴン地域）

・AFDとの打合せ

・S/W協議（WASA / NPV）

・M/M署名

・日本大使館・JICA事務所への報告

ヴィエンチャン（10:30）TG691→
・補足調査

バンコク（11:35）

バンコク（11:20）TG640→成田（19:30）

＊大村専門員：バンコク（22:30） ・補足調査

　JL718→成田（6:25）

・補足調査

・補足調査

・補足調査

・補足調査

・補足調査

・補足調査

ヴィエンチャン（10:30）TG691→

バンコク（11:35）

バンコク（8:40）JL708→成田（16:35）

月　日 曜日

１ ８月20日 火

２ ８月21日 水

３ ８月22日 木

４ ８月23日 金

５ ８月24日 土

６ ８月25日 日

７ ８月26日 月

８ ８月27日 火

９ ８月28日 水

10 ８月29日 木

11 ８月30日 金

12 ８月31日 土

13 ９月１日 日

14 ９月２日 月

15 ９月３日 火

16 ９月４日 水

17 ９月５日 木

18 ９月６日 金

WASA：上下水道局（Water Supply Authority）

NPV　：ヴィエンチャン水道公社（Nam Papa Vientiane）

AFD　：フランス開発庁（Agence Française de Développment）
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１－５　協議概要

１－５－１　事前調査中の概要

　今回の事前調査期間においてAFDのプロジェクト、“Principal Diagram Study on Clean Water

Supply Network Production System in Vientiane Municipality”と本件との重複が明らかになっ

たため、残念ながら調査期間内に S/Wとそれに伴うM/Mの署名は行うことができなかった。

しかしながら、ラオス側が本件の早期実施に期待を寄せているため、フランスとの重複に関す

る調整がついたのちに、速やかに本格調査に入れるように S/W及びM/Mの協議を行った。な

お、ラオス側は、重複を避けるためAFDのTerms of Reference（T/R）等を変更するなどして、

双方の役割分担を明確にすると明言した。しかしながら、本件を進めるためには、AFDが上記

の調整を受け入れることを明記した書面が必要であることを調査団はラオス側に説明した。ま

た、同時に当地 AFDとの協議を行い、重複の存在を確認し、そのうえで AFD調査内容の変更

重複回避方策について可能性を問うたところ、AFD 本部への確認後、返答するとのことであっ

た。このため、本件S/W、M/MはAFDが重複回避のための変更に同意する旨の書面の確認を待っ

て、この書面を日本側が受け取ったのちに改めて JICA ラオス事務所長とラオス側の間で、本件

の S/W、M/M の署名交換を行うことをラオス側、日本側の双方が合意した。この旨を、M/Mに

取りまとめ、署名されるべき S/W、M/M を添付し、署名交換した。S/W、M/M 署名への条件

を記した M/M の主なポイントは以下のとおり。

（1）AFD との重複問題解決について

　AFD の“Principal Diagram Study on Clean Water Supply Network Production System in

Vientiane Municipality”と本件の役割分担を明確にし、AFDからの書面を取り付けること。

（2）今後の行動について

　上記条件が満たされたときに、S/W、M/M に署名を行う。

１－５－２　事前調査後の概要

　調査団帰国後、懸念事項であった AFD との役割分担（付属資料１．M/M）が明確に定めら

れ、ラオス側の迅速な調整によって AFD からの文書（付属資料１－４．M/M（2002 年 10 月

16 日）に添付）が取り付けられた。これを受けて、JICA ラオス事務所とWASAで締結された

S/W、M/M は以下のとおり（付属資料１．参照）。

（1）調査の名称

　調査の正式名称は、“VIENTIANE WATER SUPPLY DEVELOPMENT PROJECT”とす
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ることで合意した。

（2）本格調査の目的

1） 目標年次 2020 年の水供給開発計画マスタープランの見直し

2） 見直しを行ったマスタープランから優先度の高いプロジェクトについて F/S を行うこと

3） 調査を通じて技術移転を図ること

（3）目標年次

　マスタープランの目標年次はラオスがLLDCからの脱却をめざして立てている開発計画

にならって要請のとおり2020年に設定をした。しかしながら、多くのASEAN諸国が急激

な変化に対応できるよう 10 年の区切りでマスタープランの見直し等を行っている例にな

らって、本件のマスタープランの中で、施設設計や予算等の目標年次は 2015 年に設定を

することで合意した。

（4）調査対象地域

　S/W 添付資料の地図にあるとおり、調査の範囲は JICA 専門家が策定に協力し、公共事

業省（Ministry of Communication, Transport, Post and Construction：MCTPC）の大臣の

承諾を既に得ているマスタープラン（目標年次 2020 年）にある現在、及び計画されてい

る給水サービス地域を対象とすることで合意した（付属資料１．S/W 参照）。

（5）AFD との役割分担

　S/W添付の役割分担表に示すとおり、事業団はマスタープラン見直し、及び、浄水施設

とそこからの配水管についての調査及び、これに係る優先プロジェクトのF/Sを行う。他

方、AFDは事業団が見直しを行ったマスタープランを基に、配水管に係る調査とF/Sを行う。

（6）調査の範囲（詳細は、付属資料１．S/W、M/M 参照）

1） フェーズⅠ：基礎調査

　既存のデータや情報収集、及び、現地調査（上水道施設・無収水・水源・水質分析・

支払い可能額と意思額等について）を行う。

2） マスタープランの見直し

　マスタープランの策定においては、既存のマスタープラン（目標年次2020年）をベー

スにして、レビューを行うこととした。
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3） F/S

　既存のマスタープランを見直したのち、優先プロジェクトを選定し、それに係るF/Sを行

う。

（7）調査期間

　暫定調査期間は 12 か月とする。

（8）報告書

　報告書は英語で各 20 部ずつ作成をする。ただし、最終報告書は 30 部で、ラオ語要約を

作成することとした。報告書に疑義が生じた場合は英語版を正本とすることで合意した。

１－６　団長所感

　本件開発調査は、ラオス国ヴィエンチャン市における給水不足を解消するためのマスタープラ

ン調査及び緊急かつ優先プロジェクトに対するF/Sを行うものであるが、ラオス側には既存浄水

場の拡張及び新設浄水場の早急な建設に対する大きな期待がある。他方、漏水を含む給水不足の

詳細原因分析、正確な需要予測等のないなかで、具体的な浄水場の拡張あるいは新設の明確な根

拠はなく、正に本件は綿密な調査をもって、最も適切な上水計画を策定するという開発調査とし

て極めて適した案件であるといえる。

　しかしながら、AFDによるプログラムの一部に、今次開発調査との間に重複が発生することが

判明した。これは、上水道施設整備に係るラオス側関係機関である、WASA（上位）及びNPVと

の間での意思疎通の欠落によるところが大きいと考えられるが、ラオス側（NPVの上位機関であ

るWASA）の説明によれば、調査対象地域を区別することにより、これら２件の調査における重

複はなくなるとし、NPVに対し、重複のないようにAFDと協議することを指示し、協議も行わ

れた模様である。加えて、かかる状況から、AFDに直接、十分な確認を要するとの判断により、

８月26日にAFDとの協議を行った。その結果、フランス側実施調査内容の詳細な確認は、AFD

担当者の専門ではないことからできなかったものの、AFD側も JICA（日本）側が同様の調査を

実施することは、同26日まで知らされておらず、ラオス側の説明及び調査団からの報告に困惑し

ていた。他方、フランス側調査に係る契約は、いまだ締結されておらず、援助システム上は調査

の仕様・内容を変更することは可能であり、日本及び他のドナーとは協調して援助を実施してい

きたいとの回答を得た。ただし、事態が事態だけに当地代表では決定できる事項ではなく、パリ

本部に連絡をとり、返答することとして協議を了した。

　AFDによる調査内容の変更等によって、当方開発調査の実施に問題がない旨、書面による確証

がない現況下で、ラオス側との合意のみに基づきS/W、M/Mに署名交換することは、今後の開発
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調査の実施段階でリスクが高く、またフランスとの関係においても良い結果にはならないとの判

断から、大使館、JICA事務所、本部とも相談のうえ、残念ながら S/W、M/Mの署名交換は行わ

ないこととした。この旨、ラオス側とも協議のうえ、AFDからの支障なき旨の明確な回答を書面

をもって確認された場合にJICAラオス事務所長が署名交換することとし、本件事前調査団は、こ

の旨、経緯とともに簡潔に記したミニッツについて署名交換したものである。

　なお、27日現在、JICAラオス事務所がAFDに確認した結果、原則AFD側はラオス政府の決定

に従うつもりであるとの情報に接したので、この旨ラオス側に伝え、ラオス側にAFDとの責任あ

る調整を迅速に行うよう（具体的にはレターによる明確化）強く申し入れた。なお、AFDとJICA

との良好な関係を保ちつつ、本件本格調査が実施できるよう、JICAラオス事務所に、AFDとの

調整についてのフォローをよろしくお願いするものである。

　我が国はヴィエンチャンの最初の浄水場建設以来、一貫して、給水施設の拡充及び技術移転に

係る協力を続けてきたので、本件開発調査の実施の意義は高く、本件フランスとの重複問題が早

急に解決され、調査が実施されることを期待する。ただし、地方分権政策に伴う水道事業の組織

権限、意思決定メカニズムの改革が行われており、現在、依然、進行中であることが今次、重複

問題の原因ともいえ、調査実施に至った場合は、この点を留意する必要がある。特に現場レベル

ではNPVが実際的にすべてを掌握しているといえるが、意思決定は絶対的にWASAが権限を有

する者と考えられ、現場レベルの実体をベースにすべき調査の実施において、常にこの構造に留

意することが肝要と考えられる。

１－７　水道計画分野担当所感（大村団員）

　ヴィエンチャン市内の給配水状況を制約しているのは何なのかを、本格調査のなかで様々な面

から明らかにしたうえで、次にとるべき方策を提案しなければならない。

　１人１日当たり給水量から判断して、給水能力は当面の需要を満たしているように見受けられ

るが、NPVは新規浄水場が必要であると考えている。確かに、メコン川ではない新規水源を利用

した浄水場を建設することによって、メコン川高濁度時の既存浄水場に対する負荷を軽減できる

ことや、北部からの配水によって市内給水状況が改善できることなどが期待できる。しかし、

NPVの無収水量が約30％あまりとされているため、有効な対策を提案したうえ、水道メーター不

検知、不作動による浪費分はないのか、市内配水管網が現在の給水区域や需要に対して適正なも

のであるのか等を確認し、将来需要の伸びを考慮したのち、初めて新規浄水場建設あるいは既存

施設増設の妥当性が認められる。

　またマスタープラン の目標年度を2020年とした。これはラオスの開発計画がすべて同年を目

標年度としているため、それに合致させたものである。ただし、本調査において、計画立案作業

として需要予測は2020年まで行うが、具体的な施設計画は2015年規模にとどめることでラオス
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側と合意した。（開発調査において長期計画はあくまで優先計画 priority project を選択するため

の下地である。計画が長期になるほど不確実性がより高まることは否定できないし、施設規模が

過大になりがちである。）

１－８　水道行政分野担当所感（島崎団員）

　ヴィエンチャン市の水道事業はNPVにより運営されているが、近年、ラオス国内の水道行政に

関する統括的な組織として、MCTPCの下部組織であるWASAが設置され権限が大幅に強化され

た。NPVはWASAの管理下でヴィエンチャン市を給水区域とする水道事業体として位置づけら

れている。今回の調査においては、WASA がラオス側の交渉窓口となったが、新組織である

WASAと NPVとの今後の十分な意思の疎通に期待する。

　ヴィエンチャン市の水道は、メコン川を水源とするチナイモ浄水場、カオリオ浄水場により浄

水処理され市内に給水されているが、既に施設能力の10万m3／日を超える12万m3／日以上の

給水がされており、市内で水圧低下等による出水不良が発生しており、浄水処理の過負荷も懸念

される状況にある。特にヴィエンチャン市北部は、既存浄水場から遠距離にあることから水圧不

足が顕著になっている。同地域には、国立大学、各種研修センター等が既に建設され、今後、工

場等の開発も予定されていることから、適切な将来水需要予測に基づいた有効な施設整備計画の

策定が必要と考えられる。ヴィエンチャン市北部には、ナムグム（Nam Gum）ダムを水源とする

ナムグム川が流れ、流量、水質ともに水道水源として有望であり、現状では水利権の制約もない

ことから、北部地域への給水拠点として、既存浄水場の更新・拡張も考慮のうえ、浄水場の新設

も有効な解決策のひとつと考えられる。また、水不足解消のためには無収水対策も重要な課題で

あり、漏水調査・修繕のための方策、漏水防止技術の向上等も並行して検討する必要がある。

　NPVには、既に水道料金システム、マッピングシステム、CAD等の近代的なシステムが導入

されているが、それらシステムを有効に活用できるような職員の確保も課題となる。今後の調査

等を通じて、自立した水道経営意識の醸成と適切な施設維持管理のための人材育成に期待したい。
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第２章　本格調査への提言

　実施細則（S/W）、協議議事録（M/M）の協議を通して、以下のとおり、本格調査の目的、対象

範囲、調査項目・内容・範囲を確認した。また、全事前調査行程を通して、以下（２－８項）の

とおり、調査にあたって留意すべき点が明らかになった。

２－１　調査の目的

（1）ヴィエンチャン市の長期的な上水道施設拡張整備計画マスタープラン（目標年次：2020年：

ただし、施設設計は 2015 年とする）を策定する。

（2）上記のマスタープランのレビューに基づいて、上水道施設拡張整備計画に係る優先プロ

ジェクトを選定し、そのフィージビリティ調査（F/S）を実施する。

（3）本件調査を通じて、ラオス側カウンターパートに技術移転を行う。

２－２　調査対象範囲

　ヴィエンチャン市の既存給水区域、並びに上記マスタープランにおける将来計画給水区域を調

査対象地域とする。

２－３　調査項目とその内容・範囲

　本件調査は以下の３つのフェーズに分けて実施するものとする。

（1）フェーズⅠ：基礎調査

　既存データ・資料の収集、分析、並びに現地調査によりヴィエンチャン市の上水道の現状

を分析し、上水道に係る課題を抽出する。

①　既存関連データ・資料の収集、分析

②　水質調査（乾期）

③　水源・上水道施設現況調査

④　送配水管網水理解析

⑤　住民意識調査

⑥　関連計画・プロジェクトの実施状況の把握

⑦　法制度・組織・水道事業経営の現状評価

⑧　上水道に係る課題の抽出
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（2）フェーズⅡ：マスタープランのレビュー

　上記の基礎調査に基づき、「ヴィエンチャン市水供給計画マスタープラン（Master Plan:

Vientiane Water Supply Development Project, November 1999）」のレビューを行う。レビュー

に際しては、水需要量予測の見直しを行い、上水道サービスの段階別達成目標を設定し、そ

れに対応した上水道拡張整備計画案、投資計画案、段階的整備計画案を策定するとともに、

組織・経営や法制度に関する長期計画（目標年次 2020 年）を検討する。ただし、策定する

施設計画並びに投資計画の目標年次は 2015 年とする。その後技術的、経済的観点から、緊

急に整備が必要な上水道拡張整備事業を優先プロジェクトとして選定する。

①　計画諸元の設定・水需要量予測

②　上水道拡張整備基本方針の設定

③　上水道システム代替案の検討

④　初期環境影響評価（IEE）

⑤　上水道拡張整備計画案の策定

⑥　無収水アクションプラン実施の技術的助言

⑦　法制度・組織・水道事業経営に係る改善案の提言

⑧　概算事業費の算定

⑨　段階的整備計画の策定

⑩　事業評価並びに優先プロジェクトの選定

（3）フェーズⅢ：優先プロジェクトに係る F/S

　フェーズⅡで選定された、優先プロジェクトの F/S を実施する。

①　補足実測調査（地形測量・土質調査）

②　水質調査（雨期）

③　上水道施設の概略設計

④　施設運転・維持管理計画、人材育成計画

⑤　施工計画・機材調達計画

⑥　概算工事費の積算

⑦　財務計画

⑧　環境影響評価（EIA）

⑨　プロジェクトの総合評価及び提言

⑩　事業実施計画の策定
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２－４　調査工程

　調査工程は、2003 年２月下旬から開始し、約 11か月後の終了を目途とする。

２－５　要員構成

　事前調査によって、以下の分野における団員が必要であることが明らかになった。施設の拡張

整備に係る浄水場施設の設計や管路施設の設計、将来的な需要予測を行うための無収水に係る調

査、水道事業を適切に運営していくための、経済、経営、財務、組織、制度等の提言、施設の拡

張や適切な事業運営を行うための人材育成についての提言、環境への負加を最小限にとどめるた

めの環境影響評価、水質を保証するための水質分析等が必要であるため、本調査では、下記の分

野を担当する団員を参加させることを基本とする。

①　総括／上水道計画

②　浄水場施設計画・設計

③　管路施設計画・設計／無収水削減

④　組織制度／運営維持管理／人材育成

⑤　水道事業経営／経済評価／財務計画

⑥　積算／施工計画

⑦　環境影響評価／水質分析

⑧　社会配慮

２－６　相手国便宜供与事項

　調査団に対するラオス側の便宜供与事項は、S/Wを参照のこと。

２－７　調査用資機材

　本調査の実施に際し、日本側にて準備する必要のある資機材は以下のとおり。

①　ポータブル形超音波流量計（測定レンジ100～ 1,000mm）２セット

②　上水管網水理解析用ソフト（英語版） １セット

③　漏水探知器 １台

④　デスクトップ型パーソナルコンピューター １台

⑤　レーザープリンター １台

⑥　複写機 １台

⑦　ファクシミリ １台
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２－８　調査実施上の留意点

（1）上水道拡張整備計画と NPV の中長期事業経営指針

　ヴィエンチャン市の増加し続ける水需要に対応するためには、継続的な浄水場容量の増強

が不可欠である。ラオス側策定の給水基本計画（「ヴィエンチャン市水供給計画マスタープラ

ン（Master Plan : Vientiane Water Supply Development Project, November 1999）」）ではタン

ゴン新浄水場の建設、並びに既設浄水場の拡張が解決策としてあげられているが、本件調査

において技術的、経済的、社会的、環境的な影響、並びに、ヴィエンチャン水道公社（NPV）

の組織的、経営的、財政的、人材的なインパクト等の比較検討を行い、最も効果的な給水量

増強のための整備手順を示すとともに、必要な資金計画を策定し、中長期的なNPVの事業経

営の指針を明確にすることが重要である。

（2）配水システムの改善

　配水システムでは、現在機能している配水池及び高架タンクの容量が少ないため、ピーク

時の水使用には対応できない。浄水場容量の増強がなされても、漏水対策を含めた適切な配

水システムへの改善がなされない限り、地域的な水供給不足が改善されない可能性がある。

本件調査では、配水管網の水理解析に基づいた適切な配水池の配置、配水池容量の増強、送

水管と配水管の分離、漏水対策等、配水システムの改善の提案を重要事項のひとつとする。

（3）水需要量抑制に関する提言

　現在、１人１日当たりの水供給量を400l ／人／日としているが、後発開発途上国（LLDC）

の都市においては必ずしも少ない水供給量ではない。NPVの財政規模を懸案すれば、水道料

金体系の見直しを含め、政策的に水需要量の抑制を図り、施設整備投資額の軽減が必要であ

ると思われる。社会的背景を考慮して、これらの点について、ラオス側の理解を得られる水

需要量抑制の対策の提言を行う必要がある。

（4）受益者負担の原則に基づく公平な料金体系の提案

　ヴィエンチャン市においては、2001年の給水人口は全人口の41％である。残りの59％の住

民は、河川、井戸、買水等の別の手段で水を確保している。これらの住民は、自前の井戸の

維持費用、水くみの時間、汚染された水に起因する疾患の罹病とその医療費等、様々な形で

水を得るための費用を負担している。経済分析では、新規の水道給水に対する住民の支払い

意思額の算定、及びプロジェクト便益の算定ついては、これらの状況を考慮して評価するこ

とが必要である。また、現在、水道料金の水準は非常に低く設定されている。これは、何ら

かの形で補助金が導入されているということであり、給水地区外の住民と比べて、給水地区
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の住民が一方的に裨益を受けるような料金体系は望ましくない。水道料金制度の提案にあ

たっては、支払可能額・意思額を考慮したうえで、基本的には受益者負担の原則に基づく料

金体系の提案が必要である。

（5）NPV の経営改善に向けた提言

　ラオスの地方分権化、民営化政策のなかで、「State-owned Enterprise」である NPVは独立

採算をめざして改革が進行中である。しかしながら、水道料金の水準は非常に低く設定され

ており、資本投資、維持管理運営費を含むコスト回収が可能な収入は望めない。また、中央

及び地方政府とNPVの間の資金、補助金の授受、税金の支払い等についてネゴベースで決め

られていることも原因となっている。現在、経営の移行期でもあり、NPVの経営状況の明確

化、NPVが主体性をもった経営と独立採算の可能性、並びにその成立条件等を検討し、経営

改善に向けた提言が必要である。

（6）フランス政府援助との整合性

　現在、フランス政府援助により、上水道拡張整備並びに人材育成に係るプロジェクトが実

施されている。本件調査と期間が重なるため、フランスのコンサルタントと十分な情報交換

を行い、同プロジェクトのデータや調査結果を検証し、本件調査との整合を図ること。特

に、本調査で策定されるマスタープランを基にフランスのコンサルタントが、二次配管以降

の F/S を行う予定であるため、コーディネーション・ミーティングを開催し、ラオス側、フ

ランス開発庁（AFD）との意思疎通を図り、マスタープランに盛り込んでいくために必要な

項目を収集し、マスタープランに反映させる。また、その他ドナー（アジア開発銀行：ADB

等）とも連絡を密にすることが必要である。

（7）環境影響評価（EIA）

　ラオスでは、2000年に科学技術環境庁（Science Technology and Environment Agency：STEA）

が環境評価制度の一般規定を定める省令を交付しているが、現在、水道施設については、特

別な基準が定められていない。国際機関の援助事業では各々の基準でしかるべき環境影響評

価が実施されている。本件調査では、カウンターパートと協議のうえ、JICA環境配慮ガイド

ライン、及び、国際協力銀行（JBIC）新環境配慮ガイドラインで環境影響評価を実施すること。

（8）ラオ語による説明会

　ラオス側に広く、マスタープランに対する理解を得、これを普及し、更に将来に向けて実

行していくために、着手報告書、進捗報告書、中間報告書、最終報告案をラオス側に説明、
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協議を行うと同時に、上下水道公社（WASA）及びNPV職員を対象に、ラオ語による説明会

を開き、それらの内容の理解を得ることが必要である。

（9）技術協力プロジェクトとの連携

　社会開発協力部により、ラオスにおける水道技術者育成プロジェクト、及び、水道技術に

係る専門家の派遣等が行われている。そのため、本調査では、それらのプロジェクトとの整

合性をとり、協力、調整を行っていく必要がある。
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第３章　調査対象地域の概要

３－１　対象地域

３－１－１　位置、面積

　ラオスはインドシナ半島の中央部に位置し、北緯 13.5 ～ 22.3 度、東経 100 ～ 107 度の範囲

にあり南北に細長い。国土面積は 23万 6,800km2であり、我が国の本州に相当する面積を有し

ている。北を中国、南をカンボディア、東をヴィエトナム、西をタイ、さらに北西をミャンマー

に囲まれており、海岸線をもたない内陸国である。

　首都ヴィエンチャン市は南北に延びるラオスのほぼ中央に位置し、メコン川に沿ったヴィエ

ンチャン平原の中に位置している。メコン川をはさむ対岸はタイである。

３－１－２　行政区分

　ラオスは、首都のヴィエンチャン市（Prefecture）と１つの特別地区（Special Region）及び

16 の県（Province）１の合計 18 の行政地域から成る。地域区分としては、ヴィエンチャン市

（Prefecture）及びヴィエンチャン県（Province）、サイソムボウン特別地区（Xaysamboun Special

Region）で構成する中央部、ボリカムサイ県、カムアン県より成る中部、中央部より北に位置

する８県から成る北部、サバナケット以南の５県で構成される南部の４つに分けることができ

る（図３－１参照）。1995 年の人口センサスによると人口は 457 万 5,000 人、2001 年の推定人

口は約 538 万人である。

１ 16の県の１つであるヴィエンチャン県（Province）は、ヴィエンチャン市（Prefecture）とは異なる地域である。



－ 16 －

３－１－３　ヴィエンチャン市

（1）ヴィエンチャン市

　ヴィエンチャン市（Vientiane Prefecture）は、18行政地域の１つを構成し、面積3,920km2

（全土の1.7％）、2001年の人口約62万人（全人口の11.5％）、人口密度157人／km2である。

特別市は９つの地区（District）に分かれおり、491 の村（Village）によって構成されてい

る。1995 年の都市人口の割合は全国では 17％であるのに対し、ヴィエンチャン市では 63

％であり、全国の都市人口の 42％がヴィエンチャン市に住む。1985 ～ 1995 年の 10 年間の

年平均人口伸び率は全国 2.5％に対し 3.2％であった。「State of Environment Lao PDR 2001,

UNEP」によると、都市人口の成長率は年4.7％と更に高い。

（2）ヴィエンチャン市の市街化地区

　一般的に「Vientiane Municipality」と呼ばれているのは、「ヴィエンチャン市（Vientiane

P r e f e c t u r e）」の中心に位置する市街化地区であり、９地区のうちの主として４地区

（Chanthabuly District、Sikhottabong District、Xaysetha District、Sisattanak District）から

成る。2000年に改定された「ヴィエンチャン市都市計画」で設定された市街化計画ゾーン

は、９地区のうちの７地区（２地区の全域と５地区の一部）の合計 189 村を含み、面積の

合計は 210km2 で特別市全体面積の６％、人口は全人口の 66％を占める地域である（図３

－２、表３－２参照）。

図３－１　ラオス国とヴィエンチャン市（Vientiane Prefecture）



－ 17 －

（3）調査対象地域

　本開発調査の調査対象地域は、1999年に策定された「ヴィエンチャン市水供給計画マス

タープラン」において目標年次 2020 年までの上水道給水地区として計画されている地域

である。この地域は「ヴィエンチャン都市計画の市街化計画地域189村（表４－１参照）」

及び市街化計画区域外の一部の村を含むものである。図３－２はおおむねの調査対象地域

を図示したものであるが、対象となる村は実際には点在しており、連続した地域ではない

（実施細則（S/W）に添付された対象地域図参照）。

地　区 面　積 村の数 人　口 人口密度

ヴィエンチャン
９地区 3,340km3 491 450,239人 135人／km2

市全体

市街化計画地区
２地区と 0,210km3 189 296,076人

1,413人／km2
５地区の一部 （6％） （38％） （66％）

表３－２　ヴィエンチャン市（Prefecture）の市街化区域

出典：Vientiane Urban Development Plan （Revised Plan 2000） に基づいて作成。
注　：ヴィエンチャン市の面積は統計書の面積と異なっている。

1985年のセンサス 1995年のセンサス 2001年の統計

ラオス国

　人　口 358.5万人 457.5万人 537.7万人

　
人口伸び率

年平均2.5％ 年平均2.7％
（1985～ 1995） （1995～ 2001）

　人口密度 15人／ km2 19人／km2 23人／km2

　都市人口 78.2万人（17％）

ヴィエンチャン市

　人　口 38.1万人 52.4万人 61.6万人

　人口密度 97／ km2 134人／km2 157人／km2

　
人口伸び率

年平均3.2％ 年平均2.7％
（1985～ 1995） （1995～ 2001）

　都市人口 33.1万人（63％）

　　

表３－１　ヴィエンチャン市

出典：Result from the Population Census 1995（人口センサスは10年に１度で1985年が初回）
　　　Statistical Yearbook 2001, National Statistical Centre
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３－２　自然状況２

３－２－１　地　形

　ラオスの国土面積23万6,800km2の約80％が山岳地帯であり、残りの20％は主としてメコン川

及びその支流に沿った平地から成っている。実際に耕作に利用されている土地は 98 万 6,000ha

（穀物 81 万 1,000ha、野菜・豆 11 万 ha、その他６万 5,000ha、2001 年統計書による）で国土面

積の約４％ となっており、そのうちの約 75％でコメの生産が行われている。

　北部地域はおおむね標高 1,000 ～ 1,500 ｍの、また中南部の山地は 600 ～ 1,000 ｍ程度の山

地となっている。ヴィエンチャン市の立地する中央部はメコン川の左岸沿いに東西に広がる

ヴィエンチャン平原に位置しており、メコン川の自然堤防と沖積土上に置かれている。標高は

おおむね 160 ～ 170 ｍとなっており、中心市街地の後背地はチャン沼及びタトラウ沼などを

もった低湿地帯がある。

出典：Prefecture de Vientiane, National Geographic Service
　　　ヴィエンチャン市水供給計画マスタープランを参照して作成。

図３－２　ヴィエンチャン市（Prefecture）の９地区と市街化地区

２ 「国別環境情報整備報告書（ラオス）、平成９年３月、JICA企画部」を参照
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３－２－２　土　壌

　ラオスは高温多雨の気候であり、全国的には他の熱帯地域と同様に一般に溶脱の進んだ酸性

土壌（pH4.5 ～ 5.8）でリン酸が欠乏している。沖積土壌以外は赤黄色ポソドル、赤褐色ラテラ

イトが主で保水力、地力とも低い。

　一方、ヴィエンチャン市周辺地域はメコン川沿いの沖積土壌となっており、リン酸成分を含

み土層も深く、全国的にみれば比較的豊かな農地を形成している。

３－２－３　水系と水資源

（1）国土の水資源

　国内にはメコン川及びその支流をはじめ数多くの河川が流れており、年間約 2,700 億ｔ

の河川総流出量に達するとされている。これは人口１人当たり５万 4,000m3を超え、アジ

ア地域では最大である。1999 年の国連食糧農業機関（FAO）の調査によると、水資源の配

分は農業 82％、工業 10％、一般８％と推定されている。

　ラオスの灌漑面積は 1993 年時点で 130km2 であり、灌漑の大半は首都近郊のヴィエン

チャン平原に集中している。これは、灌漑に必要な電力がいまだ十分に地方にいきわたっ

ていないことと、資機材及び収穫物の市場への運搬などの輸送に必要な道路網の整備が遅

れているためとされている。

（2）ヴィエンチャンの水系

　ヴィエンチャン平原の主要河川はメコン川、ナムグム川、マキアオ川である。メコン川

は地域の主要河川であり、漁場、ヴィエンチャン市の飲料水供給源及び灌漑用水源として

幅広く利用されている。ナムグム川及びマキアオ川はいずれもメコン川の支流であり、ナ

ムグム川はヴィエンチャン平原のほぼ中央部地域を、またマキアオ川はナムグム川とメコ

ン川の中間をその流域としている（図３－３参照）。

（3）エネルギー

　全国の発電量のほとんどすべてはこれらの水力を利用したものであり、設置容量は1999

年で 627MWとなっている。主な発電施設は、ナムグム（150MW）、セセット（45MW）、

セラバム（５MW）などがある。また、これらの電力の約 80％以上を隣接するタイに売却

しているが、タイから再輸入している地域もある。国内のエネルギー消費は５％が電力、

５％は石油、残りの 90％は木材に頼っている。また、エネルギー利用の 90％は民生用で

ある。
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３－３　社会・経済状況

３－３－１　経済状況

　ラオスは、1975 年に王政を廃止、隣国ヴィエトナムでの「ドイモイ体制」への移行と同年の

1986 年、「新思考（チンタカーン・マイ）」政策のスローガンによる社会主義改革を開始し、以

降、新経済メカニズム（NEM）による経済開放政策を推進している。

　第４次５か年計画中（1996～ 2000年）の年平均経済成長率は6.2％と高い。現在は第５次５

か年計画（2001 ～ 2005 年）を推進中である。しかしながら、内陸国という地理的条件並びに

長期にわたった過去の内戦の影響で経済発展は遅れており、2000 年の１人当たりGDPは 350 ド

ルと最貧国に属する。GDPの約 51％、就業人口の約 80％は農業セクターによる。大きな製造

業（100 人以上の雇用）は全国で 116 企業にすぎず、そのうちの 62社はヴィエンチャン市にあ

る。2000 年の輸出総額は２億 4,400 万米ドル、輸入総額は４億米ドルであり、輸出額は石油・

鉱物製品、木材及び同製品が 90％以上を占める（Statistical Yearbook 2001）。

　2000/2001年度の公共投資予算は総額２兆50億キップ（約２億米ドル）、GDPの約 13％であ

る。このうちの約 60％は外国からの資金に頼る。通信・運輸・郵政・建設分野（水道を含む）

の公共投資は 7,540 億キップ（約 7,540 万米ドル）で、全体の 38％を占め、最大のシェアであ

る。前年度の1999/2000年度では公共投資総額の88％が外国資金によるものであり、海外援助

に非常に依存した経済構造である。

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高気温（℃） 30.5 31.6 30.9 37.3 32.2 32.1 31.6 31.7 32.0 32.6 29.1 29.2

最低気温（℃） 19.6 20.0 21.9 25.9 24.4 24.8 24.8 24.8 24.0 23.9 18.4 18.3

雨量（mm） 2 77 32 355 178 314 341 277 81 4

表３－３　ヴィエンチャン市 *の気温、降水量

出典：Statistical Yearbook 2001, National Statistical Centre
注　：*Vientiane Municipality Weather Station

1985 1990 1995 2000

GDP年平均成長率（％）
（過去５年間）

05.5 04.5 06.4 06.2

GDPシェア（％）農林業 70.7 60.7 54.3 51.3

　　　　　　　　鉱工業　 10.9 14.4 18.8 22.6

　　　　　　　　サービス業 18.4 24.9 26.9 26.1

１人当たりGDP（米ドル） 414 211 380 350

表３－４　ラオスの過去の５か年計画中の経済成長の実績
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　1998 年からの急激なインフレは 1999 年には消費者物価指数 134％の高騰を招いたが、2001

年 12 月には前年同月比で 7.5％に下がっている。しかしながら、周辺国と比較すると 1990 年

を 100 とした 2000 年の消費者物価指数は 1,220 と非常に高い。（参考：タイ：156、マレイシ

ア：143、フィリピン：227、インドネシア：347、ミャンマー：908、出典：Key indicators 2001,

ADB）

３－３－２　海外援助

　ラオスへの海外からの無償供与並びに借款の援助額は表３－５のとおりである。2000年の調

印ベースによる海外援助総額は２億 3,200 万米ドル、そのうち二か国間援助額は１億 3,800 万

米ドルである。日本からの二か国間援助額は9,260万米ドルで援助総額の40％、二か国間援助

総額 67％を占める。2000 年の援助総額はラオスのGDP の 14％に当たる（以上、「Foreign Aid

Report, 1999-2000」State Planning Committee による）。

３－４　社会環境・衛生状況

３－４－１　社会・保健関連

　ラオスの平均寿命、幼児死亡率、５歳以下死亡率など社会・保健関連指標に示されるよう

に、基本的な保健医療、衛生関連の状況はサブサハラアフリカと同一水準とみなすことがで

き、東アジアでも最悪に近いレベルとなっている。これは教育面における高い非識字率、低い

就学率として現れており、農林業が産業の中心となっている地方部の居住者が、支配的な国の

典型としてみることができる。すなわち、都市人口の少ないことと相まって、基本的な生活水

準が低くなっているといえる。

出典：「Foreign Aid Report, 1999-2000」State Planning Committee
注　：*1 2000年の上位３か国
　　　*2 Country Profile, World Bank

1999年 2000年

二か国間援助額*1 208 138

　日　本 　161.4 　 92.6

　ドイツ 　  11.3 　 14.7

　中　国 　　0.0 　   9.9

多国間援助額   91   94

合　計 299  232

ラオスのGDP*2 1,500　 1,700　

ラオスのGDPに占める援助額の割合 20％ 14％

表３－５　ラオスへの援助額（調印ベース）

（単位：百万米ドル現在価格）
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　ヴィエンチャン市の社会指標は全国水準よりは高い。表３－７は 1995 年の人口センサスの

結果からまとめたものである。ヴィエンチャン市の都市人口の割合は 63％、１人当たり GDP

は全国平均の1.4倍である。同じ地区（District）内で生まれ育った人口は1985年の70％から1995

年には56％に減少していることからもヴィエンチャン市の人口移入が分かる。学歴、識字率の

ラオス
ヴィエンチャン

市

人　口 1995 4,575,000人 524,000人

人口密度 19.3人 133.7人

都市人口 　17％ 　63％

同じ地区（District）で生まれた人口の割合
1995 81.0％ 55.8％

1985 86.1％ 70.3％

１人当たりGDP*（平均値＝100） 1992～ 1993 100 142

　　　　　　　　　　就学なし 42.5％ 16.7％

学歴（６歳以上）　　小学校中退 1995 30.9％ 29.4％

　　　　　　　　　　小学校修了 10.9％ 15.7％

識字率（15歳以上）
男　性

1995
73.5％ 92.2％

　　　　　　　　　　女　性 47.9％ 78.9％

乳児死亡率（千人当たり） 1995 104 72

電力供給家庭 1995 25.4％ 84.0％

安全な水の供給家庭 1995 15.1％ 48.0％

表３－７　全国とヴィエンチャン市の主要社会指標の比較（1995 年人口センサス）

出典：Result from the Population Census 1995
注　：* State of Environment, Lao PDR 2001, UNEPによる。

ラオス 東アジア・太平洋 サブサハラアフリカ

平均寿命 54歳 69歳 50歳

乳児死亡率（千人当たり）   96 35 092

幼児（５歳以下）死亡（千人出生児当たり） 140 43 151

母性死亡（10万人出生者当たり） 650

成人の非識字率 53％ 17％ 41％

小学校修業率 77％ 99％

婦人小学校修業率 66％ 99％

医者（人口1,000人当たり） 0.2 1.5 0.1

ベッド数（人口1,000人当たり） 2.6 2.6 1.1

安全な水へのアクセス 39％ 84％ 45％

表３－６　主要社会指標の比較

出典：世界銀行「World Bank and Lao」, 2000
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数値は全国水準と比較してかなり高いが、６歳以上で小学校を修了していない人口が45％と高

率である。

３－４－２　都市の衛生・居住環境

（1）飲料水

　1995年の人口センサスの結果（表３－７）によると、安全な飲料水にアクセスできる人

口は、ラオス全国では 15％であるのに比較してヴィエンチャン市においては 48％であると

されている。農村部においては大部分が河川水、ため池又は手掘りの浅井戸の水によってい

る。上下水道公社（WASA）が作成した資料によると、ヴィエンチャン市の 2001 年の推定

人口 61 万 2,445 人、ヴィエンチャン水道公社（NPV）の給水地域内人口 26 万 4,000 人（人

口の 43％）、給水人口 25 万 2,312 人（人口の 41％）である。

（2）汚水処理と排水施設

　1995 年の人口センサスでは、ヴィエンチャン市では約 55％が水槽フラッシュトイレ、

手流しフラッシュトイレのような比較的満足できる衛生施設にアクセスできるとされてい

る。しかしながら、これらの処理及び排水については不十分な面が多い。現在ヴィエン

チャン市には下水施設はなく、ほとんどの世帯は下水及び汚水処理として浸透式を用いて

いる。ヴィエンチャン市は土の浸透力が弱いことと、地下水位が高いことにより、浸透式

が効果的に作用しない状況となっている。雨期に生活排水が道路や敷地内にあふれている地

区があり、給水状況が改善されると更にこの状況が悪化することが懸念される。

（3）廃棄物処理

　ヴィエンチャン市では、市の清掃課による道路清掃、官庁・病院などの公的機関、及び

一般事業所のゴミ収集、あるいは民間収集業者とともに一般家庭ゴミやマーケットゴミの

収集を行っている。ゴミ収集料金は集金されている。しかしながら収集能力の不足などか

ら低い収集率であったが、JICAを含めた廃棄物処理能力向上への協力により、現在では都

市世帯の収集率は約40％となっている。発生したうち約半分のゴミは市から18km離れた

ゴミ処分場へ移され処理されている。残りについては収集能力と処理能力の低いことから

道路排水溝及び近くの空き地などに不法投棄されており、これらのゴミに起因する排水溝

の閉塞や病害虫、悪臭が発生するなど都市環境の問題を引き起こしている。ゴミの排出量

は１人１日 750 ｇと計測されているが、これはヴィエンチャンの経済状況を考えると多

い。
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（4）居住環境

　1995年の人口センサスの結果を基に、世帯の居住環境については都市部、農村部並びに

可能なものはヴィエンチャン市について表３－８から表３－13にまとめた。いずれの項目

についても都市部と農村部との格差が大きい。

コンクリート
一部コンクリート

木　造 仮家屋他

ヴィエンチャン市 33.6 45.4 21.0

全国の都市部 31.1 45.8 23.1

全国の農村部   2.5 41.0 56.6

表３－８　ヴィエンチャン市、都市、農村の居住環境（住宅）

（単位：％）

公共の電力供給 自家発電等 電気なし

ヴィエンチャン市 79.0 5.0 16.0

全国の都市部（17％） 74.5 4.3 21.2

全国の農村部（83％） 09.9 4.5 85.6

表３－９　ヴィエンチャン市、都市、農村の居住環境（電力）

（単位：％）

水　道
井　戸 井　戸 川、ため池、

（protected） （unprotected） 雨水等

全国の都市部（17％） 44.3 12.8 30.4 12.5

全国の農村部（83％） 00.8 05.6 33.5 60.1

表３－ 10　都市、農村の居住環境（水源）

（単位：％）

敷地内 500ｍ以下 500～ 1,000ｍ 1,000ｍ以上

全国の都市部（17％） 67.5 30.1 02.2 0.2

全国の農村部（83％） 17.4 70.4 10.2 2.1

表３－ 11　都市、農村の居住環境（水源までの距離）

（単位：％）
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（5）家計の消費

　1997/1998 年に実施された第２回家計調査によると、５年前に比較して消費に占める食

費の割合は全国平均で 64％から 61％に減少している。一方、交通費の増加は著しく７％

から 11％に増加している。特にヴィエンチャン市では交通費は約 15％と非常に高率であ

る。また、医療費については、都市部の 1.9％に対して農村部では 2.4％であり、家計支出

に占める割合は農村部で高い。都市部では、耐久消費財の所有率は高く、テレビ 48％、冷

蔵庫 48％、車 12％、モーターバイク 49％である。

電　気 灯油、ガス 薪 その他

ヴィエンチャン市 14.4 1.4 63.6 20.6

全国の都市部（17％） 10.4 1.1 68.3 20.2

全国の農村部（83％）   0.1 0.1 97.7   2.1

表３－ 12　ヴィエンチャン市、都市、農村の居住環境（調理用燃料）

（単位：％）

本格水洗 簡易水洗 な　し その他

ヴィエンチャン市 3.0 53.3 30.3 13.4

全国の都市部（17％） 2.5 53.7 24.6 19.2

全国の農村部（83％） 0.1 05.8 80.3 13.8

表３－ 13　ヴィエンチャン市、都市、農村の居住環境（トイレ）

（単位：％）

内訳（％）

食　費 家
家庭用品

交　通 医　療 その他
水道光熱

ヴィエンチャン市 50.9 08.6 5.5 14.9 1.8 18.3

全国の都市部（17％） 50.6 10.3 5.9 13.4 1.9 17.9

全国の農村部（83％） 64.6 05.9 4.8 09.5 2.4 12.8

表３－ 14　ヴィエンチャン市、都市、農村の家計の消費（1997/1998 年）

出典：The Households of LAO PDR, Social and economic indicators, LAO Expenditure and
　　　Consumption Survey 1997/1998 (LECS 2)
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第４章　上水道セクターの概要

４－１　組織・法制度

（1）上下水道セクター

　1999年９月、ラオスの都市部、地方部の水セクターの技術的、財政的に持続可能な開発とマ

ネージメントのための「上下水道セクターのマネージメントと開発政策（Policy on Management

& Development of the Water Supply Sector、Prime Minister Decision No.37PM）」が総理府に

よって決議・通達された。これは上水道、下水道の開発とマネージメントについて定めたも

ので、以下の11条から成る。

・第１条「目的」

・第２条「セクター管理の所管」：内容は開発とマネージメントに係る組織と責任

・第３条「Water Supply Authority Board の設置」

・第４条「事業の財政運営とコストリカバリー」：資本投資の責任、住民の支払い可能額

と政府の補助金、海外ドナーからの資金援助があった場合の措置、水道料金の設定と料

金の水準等についての記述

・第５条「事業の運営」：財務計画と財務報告、事業成果の評価指標、無収水の水準、会

計システム、料金集金システム等

・第６条「住民の意識と参加」：計画段階からの住民参加並びに実施後の住民意識調査の

実施について

・第７条「人材育成」：ヴィエンチャン水道公社（NPV）の人材育成における役割と地方

水道公社（Nam Papa）の費用の会計処理

・第８条「セクターの開発」：2020 年までの都市部の上水道開発計画

・第９条「民間企業の事業参加」

・第 10、11 条は施行措置等

　都市並びに地方の上下水道については公共事業省（MCTPC）が所管し、保健省（Ministry

of Public Health）が地方給水並びに都市・地方の保健・衛生を所管することとしている。

　水資源調整委員会（Water Resource Coordination Committee：WRCC）は、水資源保全に

ついての計画、マネージメント、モニタリングについての関連機関の間のコーディネーショ

ンを所管する。また、MCTPC 内に議長（MCTPC の副大臣）、副議長（MCTPC の都市開発

局（Department of Housing and Urban Planning：DHUP）の長官）を含む関連各省からの７

名並びに民間からの２名のメンバーから成る「Water Supply Authority's Board」を置いてい

る。
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（2）都市の上水道

　都市部の上水道の短期、中期、長期の開発戦略の策定については、DHUP が担当する。条

例、基準、技術仕様書等の調査・研究については、DHUP が上下水道局（WASA）の協力を

得て行う。水道開発戦略、実施計画の技術的な問題、セクター政策の実施のマネージメント

並びにモニタリングは WASA が所管する。

　水道事業の実施、経営・維持管理は地方政府の公共事業局（Department of Communication,

Transport, Post and Construction：DCTPC）の管理の下、各水道公社（Nam Papa）が行う。

DCTPCは図４－１に示すとおり、MCTPC並びに地方政府の二元的な所管体制下に置かれて

いる。現在は移行期間でもあり、徐々に移管が進められている状況である。

　水道事業の経営・維持管理主体であるNam Papaは市並びに各県ごとに置かれる「State-owned

Enterprise（地方公共事業公社）」であり、独立採算制で経営される。以前は、ラオス水道公

社（Nam Papa Lao：NPL）が全国の水道事業経営を管轄していたが、地方分権化政策に基づ

いてヴィエンチャン市の水道事業を経営・維持管理するのはヴィエンチャン水道公社（Nam

Papa Vientiane：NPV）となった。ただし、NPV は全国の Nam Papa の人材育成を実施する

役目も併せてもっている。

４－２　上位計画・関連計画

４－２－１　国家社会経済開発計画

　ラオスでは、国家開発計画として 2001 ～ 2020 年及び 2001 ～ 2010 年を対象期間とする社会

経済開発戦略、2001 ～ 2005 年の第５次５か年計画が策定され、計画の実現をめざしている。

2020 年を目標とした長期計画では、年平均のGDP成長率７％を目標値としている。さらに、

図４－１　MCTPCの組織図と地方政府並びにDCTPCの関係
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2001 ～ 2005 年の第５次５か年計画は７～ 7.5％を目標値とした意欲的な計画である。

（1）2001 ～ 2020 年社会経済開発基本戦略

　過去 25年間（1975 ～ 2000 年）の社会経済開発を評価し、現状の課題を踏まえたうえで

21 世紀初頭 20 年間の長期の開発ヴィジョンを示している。

1） 2020 年の国家開発ヴィジョン

・持続的な開発：経済、文化・社会、環境の均衡のとれた開発

・均衡のとれた経済社会開発：地域間、都市部と農村部の均衡、自然資源、人的資源

の効率的な配分と所得の公平な配分

・政治が主体的にかかわる開発による、行政の効率化と国家の防衛・安全の実現

2） 2020 年に向けた開発目標・予想値

・人口：830 万人

・１人当たりGDP：1,200 ～ 1,500 米ドル

・識字率：90％（15 歳以上）

・平均寿命：70歳

・基本的なインフラストラクチャーの開発

・工業、サービス業のシェアの増加

・雇用の創出によって物質的、精神的両面での生活環境の改善の実現

　上記の開発目標の実現のため、GDPの年間成長７％、2020年の１人当たりGDP：1,200～

1,500 米ドル等を数値目標とする。

（2）2001 ～ 2010 年社会経済開発戦略

　2020年の長期国家開発ヴィジョンの実現に向けた農業生産の増大、貧困問題の解決、基

幹産業の確立を柱にした前半 10か年間の開発戦略。2010 年に向けた主要な開発目標・予

想値は以下のとおりである。

・人口：670 万人

・１人当たりGDP：700 ～ 750 米ドル

・識字率：84％（15 歳以上）

・平均寿命：67 歳

・マラリア、下痢等のウイルス性疾患の減少

（3）第５次５か年社会経済開発計画（2001 ～ 2005 年）

　第５次５か年社会経済開発計画では以下の開発目標が設定されている。
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・人口：590 万人

・１人当たりGDP：500 ～ 550 米ドル

・年平均GDP成長率７～7.5％（農林業：４～５％、工業10～11％、サービス業８～９％）

・GDPのセクター別構成：農林業 47％、工業 26％、サービス業 27％

・価格：年平均 10％以下のインフレ率、為替レートの安定

・財政の改善（財政収入：GDPの18％、財政赤字：GDPの５％）、貿易赤字の改善（GDP

の６％）

・公共投資：GDPの12～14％（必要資金総額144,000兆キップ、インフラ投資60～65％、

社会セクター投資 25 ～ 30％、その他 10％）

　また、上記の目標を達成するためのセクターごとの開発計画が策定されている。運輸、

交通、郵便、建設セクターにおける最重要目標は、ヴィエンチャン市の中心部と県

（Province）の各行政区を乾期・雨期ともに結ぶ舗装道路の建設・改良、さらに各村落へア

クセス可能とするための道路建設の実現である。また、ヴィエンチャン市、地方都市並び

に小都市における水供給システムの建設と拡充は主要目標のひとつである。

４－２－２　ヴィエンチャン市都市開発計画

　ヴィエンチャン市都市開発計画（Vientiane Urban Development Plan）は1991年に策定され、

2000 年に改定されている。これは、今後 30年間のヴィエンチャン市の長期の都市開発計画に

ついての政府開発政策の方向性と開発優先度を示すものである。改定された計画では、以下の

４つの開発計画ゾーンが設定されている。

①　市街化計画ゾーン（Capital Municipality Zone）：中心市街地。

②　特別開発ゾーン（Special Development Zone）：主として住宅地区。公共の公園等のス

ペース、農業地区、工業地区、交通施設、文化施設、商業地区、防衛施設を含む。

③　サテライト地区ゾーン（Satellite District Zone）：市の中心から 20 ～ 60km、人口１万

人以上の第２の開発優先度を有する将来開発地区。主として農業開発地区であるが一部工

業開発地区を含む。

④　長期的な開発ゾーン（Long-term Development Zone）：現在は開発されていない地区で、

高台にあり洪水の危険はないが農業には不適な地区。主として観光地区としての長期的な

開発が期待される。

　　表４－１は地区別の村の数とそのうちの市街化計画ゾーン内の村の数をまとめた。
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４－３　上水道セクターの開発政策と課題

４－３－１　上水道セクターの現況

　ラオスは、1995 年の人口センサスによると人口は 458 万人、2001 年の推定人口は 538 万人

である。1995 年の都市人口の割合は全国では 17％であり、ヴィエンチャン市には全国の都市

人口の 42％が住む。また、「State of Environment Lao PDR 2001, UNEP」によると都市人口の

成長率は年 4.7％と高い。一方、ラオスの基本的な保健医療、衛生関連の状況は、平均寿命、

幼児死亡率など社会・保健関連指標に示されるように、東アジアでも最悪に近いレベルとなっ

ている（表３－６（p.23）参照）。地方部の居住者が支配的であり、都市人口の少ないことと相

まって、基本的な生活水準が低くなっているといえる。1995 年の人口センサスの結果による

と、安全な飲料水にアクセスできる人口は、ラオス全国では 15％、ヴィエンチャン市において

は48％であるとされている。農村部においては大部分が河川水、ため池又は手掘りの浅井戸の

水によっている。

　保健・衛生の状況の改善並びに増大する都市部の人口に対応するための上水道整備はラオス

にとって緊急の開発課題となっている。

４－３－２　上水道セクター開発政策と投資計画

（1）長期開発政策

　上記「上下水道セクターのマネージメントと開発政策（No.37PM 決議）」に定められた

コード 地区名 面積（km2）
村の数

全体数 市街地区域内数

01 Chanthabuly District 　  45   37   37

02 Sikhottabong District 　130   59   48

03 Xaysetha District 　139   49   36

04 Sisattanak District 　  36   40   40

05 Naxaithong District  　949   55 　2

06 Xaythany District 　 586 107 　8

07 Hadxaifong District 　 219   75   18

08 Sangthong District 　 511   30 　0

09 Mayparkngum District 　 725   37 　0

合　計 3,340
489

189　（491）*

表４－１　ヴィエンチャン市（Prefecture）の地区と市街化計画ゾーン

出典：Vientiane Urban Development Plan（Revised Plan 2000）に基づいて作成

注　：*上記計画では合計491村である。
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上水道セクターの長期開発計画では、2020 年までに都市部の人口の 80％に対し、安全な

水道水を供給することを目標としている。全国の都市部の投資優先順位は以下のように定

められており、対象地域は長期的には人口 2,000 人以上の都市部である。

１．首都ヴィエンチャン

２．県（Province）の首都

３．42の小都市（Small Town）：人口 4,000 人以上、人口密度 30人／ ha 以上

４．30の小都市：人口 3,000 人以上

５．30の小都市：人口 2,000 人以上

　ヴィエンチャン市の市街化地区は、全国で最優先投資地域として位置づけられている。

ヴィエンチャン市内の上水道の開発優先度は、基本的には前述のヴィエンチャン市都市開

発計画に基づくものであり、市街化計画区域をほとんど含まない農村部の Naxai thong

District は第３の優先度、Mayparkngum District と Sangthong District はそれ以降の長期の

計画優先地域に指定されている（表４－１参照）。

（2）長期投資計画

　「No.37PM 決議」の第８条に基づき、1999 年９月に MCTPC によって策定された 2020

年までの長期上水道整備投資計画（Sector Investment Plan：SIP）は、政府内の承認が得られ

ている。2020 年までの全国の暫定投資総額は、合計 12 件の案件に対して、１億 8,800 万米

ドル、対象人口は 121 万 9,000 人である。これら案件のうちには既に完了又は実施中の案

件もある。ヴィエンチャン市を対象とする計画は２件で、投資計画額の合計は3,300万米ド

ルである。

件　数
投資額 対象人口

（百万米ドル） （人）

小都市（Small Town Communities） ６件 121.00 　759,000

県都（Provincial Capital） ４件   34.00 　150,000

ヴィエンチャン市 ２件   33.00 　310,000

　1）Vientiane Distribution Expansion Project 　6.00 　110,000

　2）Expansion of the Vientiane Water Supply System   27.00 　200,000

合　計 12件 188.00 1,219,000

表４－２　上水道セクターの長期投資計画（～ 2020 年）

出典：SIP、投資額は暫定
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４－３－３　上水道セクターの課題

　ラオスの上水道セクターの主要な課題は以下のように指摘されている。

（1）組織・制度

　1999 年に「No.37PM 決議」によって、上水道セクターについては、計画、開発、経営

の各々の段階での政府機関の所管並びに水道公社（Nam Papa）の役割について規定され

た。しかしながら、現在は移行期であり、中央、地方政府並びに水道公社の組織の確立に

は時間が必要である。特に、技術者の質、量の不足は深刻な問題である。

（2）計　画

　上水道計画上位計画が整っていないため、全国の 2020 年までの上水道投資計画は策定

されているが、投資計画の詳細計画内容等が不明なものもあり整合性に欠けている。ま

た、都市計画、下水道計画等の関連するセクターとの調整が図られていない。これは、今

後の大きな課題である。また、組織の改変も原因して、ラオス側による援助国、国際機関

との間の調整が十分に行われていないのが実情である。

（3）上水道の経営

　水道公社は独立採算制で料金収入によるフルコストリカバリーが可能な経営を行うこと

が原則とされている。しかしながら、水道料金は非常に安価な水準で放置されていたた

め、住民の支払い意思額は低く、水道料金で投資コストまで捻出できる状況にはない。ま

た、政府が補助金で施設整備をするにしても、公共投資については、その大きな部分を海

外のドナーに資金援助を頼らざるを得ない財政状況である。
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　１人１日当たりの水供給量は約 400 �／人／日で、後発開発途上国（LLDC）の小都市とし

ては必ずしも少ない量ではないが、浄水場から遠方にある北部地域では水不足の状態が続いて

いる。また、チナイモ浄水場に近い市南部及び市中心部においても、もともと配水池容量が少

ないうえに、水需要の増大による圧力低下により、高架タンクに水を貯めることができず、

ピーク時には十分な水供給がなされていない状況にある。

　ヴィエンチャン水道公社（NPV）では、市内の上水道システムとは別に、北部のタンゴン

（Thangon）地区と南東部のタドゥア（Thadua）地区で、簡易な給水サービスを行っている。タ

ンゴン地区の給水システムは、ナムグム川を水源として、砂ろ過と塩素注入だけの簡易な処理

で約 520 戸の家庭に給水している。

　タドゥア地区の給水システムは地下水を水源とし、高架タンクに上げた水を自然流下で給水

している。1994 年にフランスの援助（1,100 万米ドル）で建設され、給水量は 600m3 ／日で約

1,450 戸の家庭に給水している。地下水に塩分が含まれている。

　

５－１－２　ヴィエンチャン水道公社（NPV）の組織

　ラオスの地方分権化の流れのなかで、1999 年９月 30 日付「上下水道セクターのマネージメ

ントと開発政策（No. 37PM）」 により、上水道事業は、各県（Province）ごとに設立される県

水道公社（Nam Papa State-owned Enterprises：NPSEs）によって行われることとなり、それま

で全国の水道事業を行っていたラオス水道公社（NPL）は、ヴィエンチャン水道公社（State-owned

Enterprise Nam Papa Vientiane：NPV）に改名され、上水道事業区域をヴィエンチャン市に限

定された水道事業体となった。また一方で、NPV は NPSEs の円滑な水道事業実施のために必

要な、水道技術者・人材育成のための研修・訓練の実施機関の役割を担うこととなった。

　図５－２に NPV の組織図（2001 年現在・川島 康弘 専門家作成）を示す。総裁（General

Manager）の下に３人の副総裁（Deputy General Manager）を置き、４つの支局、４つの浄水

場、５つの事務・技術部門、トレーニングセンター、飲料水工場の 15部門で構成されている。

浄水場名 建設年 資金源 浄水能力（m3／日） 備　考

チナイモ浄水場
1980 アジア開発銀行（ADB） 　40,000

現在は最大容量の
（Chinaimo）

1996 日本（無償資金） 　40,000
88,000 m3／日で運転中

計80,000

カオリオ浄水場 1964 日本（無償資金） 計20,000

（Kaolieo） 1983 日本（無償資金） 施設改善のみ

合　計   100,000
108,000m3／日で
運転中

表５－１　ヴィエンチャン市内の浄水場の概要
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　2002年９月から、エンジニアリング部門の独立等、外部からの業務委託もできる独立採算制

の組織運営をめざし、現在組織の再編中である。職員数は現在 335 名となっている。

５－１－３　水需要予測と上水道拡張整備計画

（1）水需要予測

　現在、1999 年 11 月に 川島 専門家が作成したマスタープラン（Master Plan: Vientiane

Water Supply Development Project）が、NPV の公式な将来計画となっている。その後、

川島 専門家によりアップデートされた、2020 年までの水需要予測と必要な浄水場能力の

増強容量の概要、並びにその詳細をそれぞれ表５－２及び表５－３に示す。

　表５－３の水需要予測では、2002 年から 2020 年まで、上水道接続軒数の増加（新規接続

軒数）を一律に年 2,500 軒、すなわち給水人口の増加を一律に年１万 5,000 人（2,500 軒×

６人／軒＝１万 5,000 人）として水需要を計算している。また、１人１日当たりの水需要量

は 300 l ／人／日で、有効水率を 75 ％とし、１人１日当たりの水供給量を 400 l ／人／日と

している。

　上記の水需要予測によれば、現在の浄水場容量 10 万 m3 ／日に対し、2010 年には 1.5 倍

の 15.5 万 m3 ／日が、2020 年には２倍以上の 21.5 万 m3 ／日の容量が必要となり、継続的

な浄水場容量増強のための拡張整備が不可欠となっている。

図５－２　NPVの組織図（2001 年現在）
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実　績 予　測

2001年 2002年 2005年 2010年 2015年 2020年

給水人口（人） 252,312 267,312 312,312 387,312 462,312 537,312

１人１日当たり水供給量
（l ／人／日）

419 400 400 400 400 400

１日当たり水供給量
（m3／日）

105,745 106,925 124,925 154,925 184,925 214,925

現在の浄水場容量（m3） 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

必要な浄水場増強容量
（m3）

6,000 7,000 25,000 55,000 85,000 115,000

有効水率 72 ％ 75 ％ 75 ％ 75 ％ 75 ％ 75 ％

１人１日当たり水需要量
（l ／人／日）

302* 300 300 300 300 300

１日当たり水需要量
（m3／日）

76,258 80,194 93,694 116,194 138,694 161,194

表５－２　水需要予測と必要な浄水場容量の概要

注：* 2001年実績の水需要量（302 l）の内訳
　　家庭：169 l（56％）、政府施設：61 l（20％）、
　　商業：68  l（23％）、外国人家庭：４ l（１％）
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②　料金はフルコストリカバリー可能な水準に設定することを原則とし、設定について

はNPVが責任を負う。ただし、住民の支払い可能額、支払い意思額の制限からフルコ

ストリカバリー不可能な場合は、少なくとも施設維持管理費（OM費）を含む経常経

費は回収可能なレベルでなくてはならない。

③　住民の料金支払い能力が低く、水道事業の運営に十分な収入を確保することが不可

能な場合は、中央又は地方政府が事業の投資について財政から補助を行うこともあり

得る。

④　民間の企業会計処理システムを採用し、上下水道局（WASA）へは事業年度ごとの

財務報告を提出する。

（2）料金制度

　NPVでは各戸にメーターを設置して従量制によって料金徴収をしている。現行の料金制

度は表５－４のとおりで、料金制度は４つの用途別（一般家庭・公共施設、一般事業所、

大口の事業所、外国人）、使用量別に単価を変えている。

　メーターの検針は、検針員が月１回検針に回り、検針した水道使用量はコンピューター

に入力されて請求書が作成され、翌月の検針時に顧客に配られる。検針員は料金の集金も

行うが、顧客がNPVの窓口まで支払いに来る場合もある。現在の料金は、外国人用の料金

以外は極めて低額の料金設定であり、フルコストリカバリーが可能な料金体系ではない。ま

た、集金率は90％を超えているといわれているが、政府機関の未払いが問題になっている。

　政府関係機関の料金未払い解消のため、政府は財務省に未払い対応分を当該機関の予算

から差し引いて各水道公社へ支払うことを許可するとしているが、実行されているかは不

明である。NPV は新料金について設定済みで、2001 年 12 月に公共事業省（MCTPC）に

提出し、承認を求めている。

（3）顧客数と料金収入

　表５－５は、過去 10年間（1991 ～ 2001 年）のカテゴリー別のコネクション数の推移を

示す。コネクションの総数は 2001 年には４万 2,052 であり、1991 年の 2.04 倍に増加して

いる。大口利用の工場が 7.23 倍に増加しているのが目立つ。

　1998 年の資料であるが、一般家庭用は全コネクション数の 51％、全料金収入の 34％を

占める。一方、外国人用はコネクション数の２％、料金収入では22％を占める。他のカテ

ゴリーは数と料金収入はおおむね一致した割合である（図５－４参照）。

　また、一般家庭の水道料金は月額平均約 5,000 キップであり、１世帯平均６人とすると

１人当たり水消費量は１日約180 lと計算される。
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カテゴリー 月使用量 m3当たり料金

　5m3以下 　219 kip / m3 0.022 US$ / m3

一般家庭・公共施設
  5～ 20m3 　263 kip / m3 0.026 US$ / m3

20～ 50m3 　329 kip / m3 0.033 US$ / m3

  50m3以上 　383 kip / m3 0.038 US$ / m3

　5m3以下 　549 kip / m3 0.055 US$ / m3

事業所（工業及び商業用水）
  5～ 20m3 　602 kip / m3 0.060 US$ / m3

20～ 50m3 　636 kip / m3 0.064 US$ / m3

  50m3以上 　237 kip / m3 0.024 US$ / m3

  50m3以下 　855 kip / m3 0.086 US$ / m3

事業所（水を原材料とする工場等） 51～ 100 m3   1,216 kip / m3 0.122 US$ / m3

100m3以上   1,360 kip / m3 0.137 US$ / m3

外国人
  10m3以下 16,546 kip / m3   1.65 US$ / m3

  11m3以上   8,793 kip / m3   0.88 US$ / m3

表５－４　顧客カテゴリー別の現行の水道料金表

注：1.00米ドル＝10,000キップで換算

1991 1996 2001 1991～ 2001

Ⅰ．一般家庭 18,009 23,520 36,121 2.01倍

Ⅱ．政府機関 04,587 04,783 04,673 1.15倍

Ⅲ．事業所 01,729 02,545 04,417 2.55倍

Ⅳ．事業所（大口利用者） 04,056 04,258 04,405 7.23倍

Ⅴ．外国人 04,222 04,611 04,436 1.96倍

合　計 20,603 27,717 42,052 2.04倍

表５－５　カテゴリー別のコネクション数の推移

出典：NPV

料 金 収 入�

コネクション数� Domestic 51% Government 27% Commercial�
15%

Domestic 34% Government 24% Commercial�
13%

Large Commercial 5%

Large Commercial 7%

Foreign Domestic 2%

Foreign Domestic�
22%

0 20 40 60 80 100%

出典：総合報告書（専門家：川島 康弘）の資料から作成

図５－４　用途別コネクション数と料金収入（1998 年）
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　NPV は 2000 年に Chanthabuly District、Xaysetha District 内の顧客 448 世帯に対して、

水の使用量と料金、メーターのサイズ、家族の人数、家の設備、水圧、飲み水等について

アンケート調査を実施している。その結果によると、水道料金は月額 5,000 ～１万キップ

（0.5 ～ 1.0 米ドル）の世帯が大半であり、飲料水についてはボトルウォーターを利用して

いる世帯 62％、水圧については低い 24％、ときどき低い 28％との結果が出ている。

（4）事業損益

　NPVの 1999年と 2000 年の損益計算書並びに貸借対照表は、表５－６・表５－７のとお

りである。収入源は水道料金、新規加入料、請負プロジェクトの収入、重機レンタル料、

測量調査費、ボトル飲料水の販売などであるが、水道料金収入が全体収入の50％をやや上

回る。1999年・2000年ともに事業収支はマイナスである。2000 年には収入が増加してい

るものの支出総額の増加率は更に高い。特に、電力、人件費等の経費の増加が著しい。

No 1999 2000 1999年比

Ⅰ 収　入 10,419 12,272 118％

　水道料金 5,487 6,410 117％

　新規加入料 1,208 1,889 156％

　請負プロジェクト 2,289 2,657 116％

　その他 1,435 1,316   92％

Ⅱ 支　出 12,554 15,173 121％

　Ａ 資機材・備品等購入費 7,212 8,316 115％

　資機材・備品等 5,904 5,893 100％

　電力費 1,308 2,423 185％

　Ｂ 管理費等 5,342 6,857 128％

　人件費関連 897 1,484 165％

　その他管理費 1,469 2,417 165％

　固定資産減価償却 1,253 1,399 112％

　支払い利息 1,024 1,070 104％

　為替差損 379 140   37％

　リスク等引当金 320 347 108％

Ⅲ 調整費用（在庫、仕掛品等） 1,020 521   51％

総支出 11,534 14,652 127％

損　益 －1,115 － 2,380 213％

表５－６　NPVの損益計算書（1999 年・2000 年）

（単位：百万キップ）
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　前述の「No.37PM」によると、ドナーからの資金援助が実行される場合は、グラント又

はローンいずれであってもNPVへの供与の条件は、中央政府とNPVの協議による。ロー

ンは、原則として、NPVに年間６～７％の利息で貸し付けることと規定されている。ただ

し、海外のローンの場合は、政府が為替リスクを負うこととされている。また、中央並び

に地方政府と NPV との関係では、いまだにネゴベースで決められていることも多い。

（5）水道料金水準と家計の支払い意思額及び支払い可能額

　水道料金の設定並びに水道事業の便益を想定する方法の１つとして、サービス利用者の

支払い意思額（Willingness to Pay）を計測する方法がある。支払い意思額は、通常は家計、

事業所等のアンケート調査結果から想定される。上水道事業については国際機関をはじめ

として支払い意思額の計測は例が多く、計測結果は可処分所得の３～５％の範囲に収まっ

ている事例が多い。また、一方で、支払い可能額（Affordability to Pay）推定による利用

者の負担金額の妥当性の検討が行われている。支払い可能額は、コスト負担の妥当性を評

価するベンチマークとして活用されており、関連援助機関では過去の調査及び事業の経験

から、上水道サービスについては可処分所得の４％前後を基準としている。

　以上の仮定に基づき、ヴィエンチャン市の支払い可能額と料金水準を１人当たりGDP等

の資料から推定、比較してみると次のようになる。
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1） ヴィエンチャン市の支払い可能額：

350米ドル× 1.4倍× 0.6÷ 12か月×４％≒１ドル／人／月又は１万キップ／人／月

（ヴィエンチャン市の１人１か月当たりの可処分所得の推定）

2） 仮に１人１日200�の水を使用すると仮定すると、月の１人当たりの使用量は６m3

3） １m3当たりの支払い可能額：１万キップ÷６＝ 1,667 キップ／m3

4） 現在の一般家庭用の料金基準は220～330キップ／m3であり、推定した支払い可能

額の５分の１以下の水準と推定される。

　料金の値上げには、「低い料金水準に慣れている住民の支払い意思額は低い」、「低所得

層の支払い能力の問題」、「ヴィエンチャンでは飲み水はボトルウォーター（主にNPV製）

を買っている場合が多く見られ、水道料金以外の水料金を負担している」、「水道水の水質

の向上、煮沸等で水道水を飲料水に使用し、全体の水料金の負担を軽減する」、「支払可能

額まで料金水準を上げれば、施設建設の投資額を含めてNPVの独立採算経営の達成は可能

か」等、多くの課題が残る。

５－２　上水道施設の現状

５－２－１　浄水施設の現状

（1）チナイモ浄水場

　チナイモ浄水場は、市中心部から約 7.5 km 南方のメコン川岸に位置し、1980 年にADB

の融資で建設され、当時の容量は４万 m3 ／日であった。その後、1992 年から 1994 年に

かけて日本政府の無償資金協力により、容量が４万 m3 ／日から２倍の８万 m3 ／日 に拡

張され、同時に同浄水場からタドゥア地区への送配水管布設工事、並びに中間地点のサラ

カン地区に高架タンクの建設が行われた。現在、市内の８割以上の水供給を行っている。

　図５－５にチナイモ浄水場の施設平面図を示す。処理フローは、①取水ポンプ→②着水

井→③混和池・フロック形成池→④凝集沈殿池→⑤急速ろ過池→⑥浄水池（配水池）→⑦

送水ポンプとなっており、比較的維持管理しやすい浄水施設となっている。

　現在、チナイモ浄水場に近い市南部及び市中心部において、浄水能力はあるにもかかわ

らず、ピーク時には十分な水供給がなされていない状況にある。元来、市内の配水システ

ムは、各浄水場から市内の高架タンクにいったん流入したのち、それぞれの給水区域に配

水されるものとして設計されていたが、現状では送配水管網が混在してしまっているうえ

に、水需要の増大により、高架タンク及び配水池の容量が絶対的に不足している。

　チナイモ浄水場の浄水池（配水池）は約１時間分の容量（3,300 m3）しかなく、ピーク

時の安定した水供給を目的とした配水池としての機能をもっていない。また、ポンプ容量

も時間最大給水量（日最大給水量の1.5～ 2.0倍）ではなく、日最大給水量（８万m3／日）
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（2）カオリオ浄水場

　カオリオ浄水場は、市中心部から約６ km西方のメコン川岸に位置し、1964 年に日本の

無償資金協力により建設された。その約20年後の 1983年に施設改善工事が、同じく日本

政府の無償資金協力で実施されている。設計容量は当初から変わらず２万 m3／日である。

　同浄水場の沈殿池等のコンクリート構造物は、当初の建設から既に40年近くが経過し老

朽化が目立っており、定期的なリハビリ工事が必要である。一方、同浄水場は市の中心部

近くに位置する最も古い浄水場で、市内の配水管網もこの浄水場を基点として整備されて

きており、将来的にも既存の送配水システムに必要な浄水場である。

５－２－２　送配水施設の現状

（1）送配水管網

　市内の送配水管網の全延長は約 460 km となっており、その内訳を表５－９に示す。管

径 300mm 以上の送水管の材質は、DIP（ダクタイル鋳鉄管）と SP（鋼管）が使用されて

いる。管径 250mm 以下の配水管は、主に PVC（塩化ビニール管）が使用されているが、

古い時代にはACP（石綿管）も使用されており、漏水の原因となっている。現在、無収水

削減アクションプランの一環として、ACPからPVCへの更新工事が計画されている。

　一方、フランスの援助による「ヴィエンチャン市上水道網拡張プロジェクト」が進行中

で、以下の３つの工事が 2002 年 11 月に着工し、2003 年 12 月完成予定となっている。同

プロジェクトの上水道網拡張整備計画位置図を図５－６に示す。

①　115 km の送配水管の布設、高架タンク（容量 1,000m3）

②　中継ポンプ場と地下貯水タンク（容量 1,000m3）の建設

③　3,500 個の水道メーターの設置工事

　同プロジェクトは、1993～ 1998年にかけてADBの融資で実施された、送配水管網のリ

ハビリ及び拡張工事でカバーできなかった上水道網で、国道13号北線沿いの住民を対象に

給水エリアの拡大を図るものである。カオリオ浄水場から 13 号北線沿いに送水管を布設

し、中継ポンプ場を経て高架タンクまで送水し、その後自然流下で配水するシステムで、

13 号北線沿いに配水管も布設される。

　また、配水管網が整備されていない、市東部のノングレング（Nongnleng）地区・ノン

サヴァン（Nonsavang）地区や、市南部のチョンペット（Chomphet）地区・ソンヴァング

（Somvang）地区等の配水管網整備がなされる予定である。
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Diameter Nam Papa Lao (Lao Water Supply Company)

[mm]
Length Proportion

DIP SP PVC GSP PE ACP PB
[ｍ] [%]

φ 1100

φ 1000 　　486 　0.1  　486

  φ 900

  φ 800

  φ 700 　9,685 　2.1   9,685

  φ 600 　7,774 　1.7   7,774

  φ 500 　2,919 　0.6   2,919

  φ 450   11,634 　2.5   4,590   7,044

  φ 400   12,315 　2.7   1,440 10,875

  φ 350 　8,304 　1.8   4,040   4,264

  φ 300   19,457 　4.2 12,850   6,607

  φ 250   18,640 　4.1   1,385   14,775   2,480

  φ 200   51,724   11.2 10,337 　　60   39,754 　　88   1,485

  φ 150   47,996   10.4 14,958 　　36   28,991 　 　 1   4,010

  φ 100   49,647   10.8   5,986   34,557   3,559   5,545

　φ90

　φ80 　9,045 　2.0   9,045

　φ75  93,872   20.4   8,395   77,165   8,312

　φ65 　2,698 　0.6   1,637   1,061

　φ50   69,033   15.0   41,702   7,394 18,689 1,248

　φ40   44,674 　9.7   39,015   2,243   2,595 　821

Total 459,903 100　 63,981 49,750 275,959 23,234 22,345 22,565 2,069

表５－９　市内の送配水管網の内訳
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　現在機能している配水池及び高架タンクの容量は、表５－ 10 に示すように約 1.4 万 m3

で、現状の水供給量 10.8 万 m3／日に対し、3.1 時間分の貯水容量しかなく、ピーク時の水

使用に対応できない配水システムとなっている。

　特にチナイモ浄水場に至っては、実稼働浄水量８万8,000m3／日に対し配水池容量は0.9

時間分の 3,300m3 しかなく、その結果、市南部及び中心部をはじめとしてチナイモ浄水場

が賄っている市内の８割以上の水供給において、浄水能力があるにもかかわらず、水利用

のピーク時に適切な配水ができない状況にある。

　したがって、そのピーク時の水不足を補うために、各家庭ではブースターポンプで強制

的に吸引したり、貯水タンクに夜間水を貯めている。強制吸引は、配水管の負圧を招き汚

水混入の原因となり、また貯水タンクへの夜間貯水によって夜間でも水圧が上がらず、高

架タンクへの水供給ができなくなっており、配水池容量の増強を図っていくことが不可欠

である。

配水池及び高架タンク 設計容量（m3） 稼働状況 機能している容量（m3）

チナイモ浄水場配水池
（Chinaimo WTP）

  3,300 稼働中   3,300

カオリオ浄水場配水池
（Kaolieo WTP）

  4,000 稼働中   4,000

①
フォネケン高架タンク
（Phonekheng Reservoir）

  2,000 稼働中   2,000

②
フォネタン高架タンク 稼働しているが 1,500× 50％
（Phonethan Reservoir）   

1,500
水供給不足 ＝750

③
フォネトン高架タンク 水が上がらず
（Phonetong Reservoir）

  1,500
全く機能せず

0

ドンドック高架タンク
④ 及び半地下式タンク

660＋ 1,000 稼働しているが 1,660× 50％

（Dongdok Reservoir）
＝ 1,660 水供給不足 ＝830

⑤
ザムケ高架タンク
（Xamkhe Reservoir）

  2,000 稼働中   2,000

⑥
サラカン高架タンク
（Salakham Reservoir）

  1,500 稼働中   1,500

合　計 17,460 14,380

表５－ 10　市内の配水池及び高架タンクの容量
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５－３　運転・維持管理の現状

５－３－１　水源水質と水質管理の現状

（1）チナイモ浄水場

　NPV管轄の水道水源及び水道水の水質検査は、チナイモ浄水場の水質分析室でまとめて

行っている。同分析室は原子吸光光度計を備え、ラオスで本格的な水質分析ができる数少

ない分析室の１つである。

　NPSEs（各県水道公社）に対する水質試験法の講習・指導、並びに民間企業から水質分

析業務も請け負っており、独立採算制をめざしているが、組織的にも財政的にも試行段階

にある。現在、JICAシニア海外ボランティアの 中村 氏が常駐して水質分析の指導を行っ

ている。

　日常の水質管理は、１日１回午前８時半に源水と浄水後の水道水を採水して、温度、濁

度、pH、硬度、残留塩素（処理水のみ）、臭気、味の検査を行っている。また月１回、21

項目の水質検査を行っている。2001 年１～ 12 月のメコン川の源水の水質検査結果、及び

浄水後の水道水の水質検査結果をそれぞれ表５－ 11・表５－ 12 に示す。

　特徴として、源水であるメコン川の濁度が高く、雨期（６～11月）の期間中は 530～ 786

の値を示しているが、浄水後の水道水の濁度は 0.1 以下に保たれており、比較的良好な施

設運転と水質管理が行われている。

（2）ナムグム川の水質

　タンゴン新浄水場の水源となるナムグム川の水質検査結果（1999年 10月 14日）を表５－13

に示す。同表のメコン川の濁度 380 に比べ、ナムグム川は 25 とかなり低い値を示してい

る。また、大腸菌群もメコン川の 3,300 に対し 230 と少なく、上流域での汚染の度合いが

少ないことを示しており、水道水源として水質的にメコン川より良好な状況にある。
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必要な費用（表５－ 14 及び表５－ 15）を最終報告書の中で提示しており、NPVとしては既に

アクションプランの実施段階にある。資金調達先はまだ特定されていないが、表５－ 14 の項

目Ｂ１「２年間のアクションプランのモニタリング、並びに組織強化実施の技術協力」につい

ては、無償援助での実施が望ましいとしている。

見えない漏水�
20.7％�報告されない見える漏水　6.4％�

報告された見える漏水　0.1％�

水道メーター感知不良　4.4％�

不法接続　0.2％�

事業用水　0.5％�

収入水�
67.6％�

図５－８　無収水内訳の推計

Ａ 無収水削減プロジェクト Euro

１ 見える漏水の補修及び市民へのキャンペーンの継続 2,250,000

２ 見えない漏水の探知・補修 20,55,000

３ 漏水区メーターの設置 20,50,000

４ 故障メーターの交換 20,60,000

５ 大口水利用者のメーターの交換 2,185,000

６ 古いメーターの交換 2,260,000

　７* 石綿管（AC pipe）の交換 1,000,000

８ 政府施設内の無駄水削減キャンペーン －

計 1,860,000

Ｂ 組織強化プロジェクト Euro

１ ２年間のアクションプランのモニタリング、並びに組織強化実施の技術協力 2,480,000

２ 漏水探知・補修、メーター管理等を含む利益改善のための部局の創設 －

３ 顧客管理プログラムの導入 2,160,000

４ 漏水探知機器の調達 2,200,000

計 2,840,000

合計（Ａ＋Ｂ） 2,700,000

表５－ 14　無収水削減アクションプランのプログラムと必要な費用

注：*フランスの援助による「ヴィエンチャン市上水道網拡張プロジェクト」の残予算で管材を調

　　 達予定。したがって、今後必要な資金は1,700万ユーロ。なお、Ａ１～Ｂ７のプロジェクトの

　　 詳細は表５－15「無収水削減アクションプラン・プロジェクト細目」参照。
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５－４　上水道整備計画に係る他ドナーの動向

５－４－１　フランス（AFD）

　フランス政府（Agence Française de Développment：AFD）とラオス政府は、上下水道セクター

において以下の２つの資金援助協定を締結し、現在プロジェクトが実施されている。

（1）「ヴィエンチャン市上水道網拡張プロジェクト（Extension of clean water network project

in Vientiane Municipality）」に対する 600万ユーロの資金援助（2000 年 10月 20日締結）。

プロジェクトの各コンポーネントの内容及び現状は、下記 1）～ 4）に示すとおり。

　この援助は、フランス政府からラオス政府へは無償援助であるが、ラオス政府からNPV

へは、技術援助（Technical Assistance：TA）は無償援助であるが、上水道網拡張整備のよ

うな施設整備費は借款となっており、その借款条件は以下のとおり。

・借款金額　　：554 万 5,455 ユーロ

・返済期間　　：25年

・返済猶予期間：６年

・金　利　　　：年利 3.9％

（2）「上下水道トレーニングプロジェクト（Water and sanitation training project）」は、1994

年 10月 25日に締結した援助合意書に基づく、未使用分200万フラン（現レートで約20万

ユーロ）の資金援助。プロジェクトの内容と現状は下記 5）に示すとおり。

1） 上水道網拡張整備

　本プログラムの詳細は、本報告書「５－２－２　送配水施設の現状（1）送配水管網」

を参照。2000年12月からフランスのコンサルタント会社（BCEOM 社）が、調査・設

計・入札書類の作成を行っており、現在工事の入札段階にある。工事は2002年 11月

から着工し、2003 年 12 月を完成予定としている。

2） 無収水削減対策

　本プログラムの詳細は、本報告書「５－３－２　無収水削減対策の現状」を参照。

フランスのコンサルタント会社（Lysa 社）によって、2002 年１～５月まで、５か月

間にわたってNPVに対し、無収水削減対策の講習、並びに市内の５つのパイロット地

区での漏水調査・管路補修法の指導が行われ、最終報告書が既に提出されている。現

在アクションプランの実施段階にある。

3） 送配水管網マッピング・システムの構築

　本プログラムの詳細は、本報告書「５－３－３　送配水管網マッピングシステムの

現状」を参照。フランスのコンサルタント会社（BCEOM 社）が実施し、管径150mm
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以上の管網について既に完成している。

4） マスタープランのフィージビリティ調査（F/S）

　既にコンサルタントの入札が実施され、フランスのコンサルタントと契約を締結し

ているが、本 JICA 調査との重複を避けるべく現在業務内容の調整中である。

5） 上下水道トレーニングプロジェクト

　本プロジェクトはラオス政府の地方分権化政策に伴い、以下に列挙する、水セク

ターにおける地方分権化の強化と技術者の育成を目的としている。

・水セクターにおける地方分権化の強化

・上水道の計画、上水道施設の運転管理技術の向上

・下水道技術者の育成

・各県上下水道公社の顧客サービスの向上

　フランスのコンサルタント会社（International Office for Water社）によって、2002

年４月25日に着手し、2002年９月25日に完了予定である。コンサルタントチームは、

①下水道セクターに精通した上水道技術者、②マネージメントの専門家、③技術者訓

練の専門家、④環境影響調査の専門家で構成されている。

　本プロジェクトはフェーズⅠ：現状調査と解決策の提案、フェーズⅡ：解決策のF/S

の２段階で構成されており、F/S の内容は以下のとおり。

・プロジェクトの目的

・プロジェクト・コンポーネントの詳細

・組織計画

・プロジェクトの実施スケジュール

・年度別コンポーネント別事業費の算定

・財務分析

・資金調達計画（外貨・内貨）

・プロジェクト評価（社会・経済・環境）

・リスク評価と軽減策

５－４－２　アジア開発銀行（ADB）

　ADBは、1999年から「上下水道セクターローン（Water Supply and Sanitation Sector Loan）」

を実施しており、そのなかで、ヴィエンチャン市（Vientiane Prefecture）の上水道整備事業に

対し、2004年までに600万ドルを供与する予定となっている。しかしながら、本セクターロー

ンは人口密度の高い集落（小都市）の水道整備を対象としており、市内の上水道整備事業は対

象となっていない。
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　したがって、現在ADBから市内の上水道整備事業への融資は行われていないが、過去にヴィ

エンチャン市内の上水道整備事業に対し２件の融資が実施されており、表５－ 16 にその事業

内容を示す。

５－５　上水道の課題と本格調査の留意点

（1）最適な浄水場容量拡張整備計画の策定

　マスタープランでの水需要予測にあるように、現在の浄水場容量10万m3／日に対し、2010

年には 1.5 倍の 15.5 万 m3 ／日が、2020 年には２倍以上の 21.5 万 m3 ／日の容量が必要であ

り、継続的な浄水場容量の増強が不可欠である。

　対応策としてタンゴン新浄水場の建設並びに既設浄水場の拡張があげられているが、本格

調査では、マスタープランのレビューにおいて経済的な比較検討を行い、最も効果的な浄水

場容量増強のための整備計画を示すとともに、必要な資金計画を策定し、中長期的なNPVの

事業経営の指針を示すことが必要である

（2）配水システムの改善

　現在機能している配水池及び高架タンクの容量が絶対的に不足しおり、ピーク時の水使用

（時間最大給水）に対応できない配水システムとなっている。浄水場容量の増強がなされて

も、適切な配水システムへの改善がなされない限り、地域的な水供給不足は改善されない。

　したがって、既存の配水システムを検証し、適切な配水池の配置・配水池容量の増強、送

水管と配水管の分離等、配水システムの改善を提案していく必要がある。

（3）水需要量の抑制

　現在、１人１日当たりの水供給量を 400 l ／人／日としているが、LLDC の都市において

は必ずしも少ない水供給量ではない。水需要の増大に対応する浄水場の新設・拡張、送水管

の新設等の施設整備には多額の資金が必要であり、NPVの財政規模を懸案すれば、水道料金

体系の見直しを含め、政策的に水需要量の抑制を図り、真摯に施設整備投資額の軽減に努め

るべきであり、本格調査では水需要量の抑制の観点からも提言を行っていく必要がある。

事業内容
融資額 融資合意書

工事完成年
（百万米ドル） 締結年

1） チナイモ浄水場の建設（容量８万m3／日）   8.0 1974年 1980年

2）
送配水管網のリハビリ及び拡張
（サムケ高架タンクの建設等）

12.0 1992年 1998年

表５－ 16　過去の ADB融資による市内の上水道整備事業の内容
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（4）受益者負担の原則に基づく公平な料金体系の必要性

　ヴィエンチャン市においては、2001 年の給水人口は全人口の 41％である（WASA の資

料）。残りの 59％の住民は、河川、井戸、買水等の別の手段で水を確保している。これらの

住民は、自前の井戸の維持費用、水くみの時間、汚染された水に起因する疾患の罹病とその

医療費等、様々な形で水を得るための費用を負担している。経済分析では、新規の水道給水

に対する住民の支払い意思額の算定、及びプロジェクト便益の算定ついては、これらの状況

を考慮して評価することが必要である。また、現在、水道料金の水準は非常に低く設定され

ている。これは、何らかの形で補助金が導入されているということであり、給水地区外の住

民と比べて、給水地区の住民が一方的に裨益を受けるような料金体系は望ましくない。水道

料金制度の提案にあたっては、支払い可能額・意思額を考慮したうえで、基本的には受益者

負担の原則に基づく料金体系の提案を行う必要がある。

（5）NPV の経営改善の必要性

　ラオスの地方分権化、民営化政策のなかで、「State-owned Enterprise」である NPVは独立

採算をめざして改革が進行中である。しかしながら、水道料金の水準は非常に低く設定され

ており、資本投資、維持管理運営費を含むコスト回収が可能な収入は望めない。また、中央

及び地方政府とNPVの間の資金、補助金の授受、税金の支払い等について、ネゴベースで決

められていることも原因となっている。現在、経営の移行期でもあり、NVPの経営状況の明

確化、NPVの主体性をもった経営と独立採算の可能性、並びにその成立条件等を検討し、経

営改善に向けた提言を行う必要がある。
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第６章　環境予備調査

６－１　環境関連の法律・制度

６－１－１　環境政策・法律

　1994 年、ラオスにおける国家環境行動計画（National Environment Action Plan 1：NEAP）

が採択された。同計画に沿って、1996 年に森林法、1999 年には環境保護法（Environmental

Protection Law：EPL）が制定されている。EPL は環境分野の基本法であり、市場経済時代に

向けての新たな環境保全の枠組みを示す。従来は不統一に制定、施行されてきた各種法令が

EPL の下に整理、統合されつつある。

　環境行政を主管するのは、科学技術環境庁（STEA）である。STEAは1999年にSTENO（1993

年に設立された環境行政を統一的に所管する初の政府機関）を組織改編するかたちで設立さ

れ、16 の県（Province）１に各県知事の統括する 16 支局（STE Provincial Office）をもつ。環

境行政はSTEAの環境局が一元的に所管している。環境局の主たる役割は、環境政策の立案、

環境法令の立案、環境法令の施行に係る地方自治体等への支援、関連省庁間の調整、国際約束

署名に伴う業務の実施、外国機関との協力事業の実施・調整である。同局が主管する主たる法

令は、「環境保護法」と「同法施行令」、「環境影響評価に係る STEA 省令」である。

　また、ラオスは、以下の環境分野の国際条約を批准している。

1987 年 世界遺産条約に署名、批准

1995 年 気象変動に関する国際連合枠組条約に署名、批准

メコン川協定に署名

砂漠化防止条約に署名、翌年批准

1996 年 生物多様性に関する条約に署名、４年後批准

1998 年 オゾン層を破壊する物質に係るモントリオール議定書に署名、批准

６－１－２　環境評価制度

　ラオス政府では 1999 年施行の環境保護法に基づき 2000 年に STEA が環境評価制度（EA）

の一般規定を定める省令を交付した。EAは計画中及び実施中の特定事業に対し義務づけられ

ている。計画中の場合には①フィージビリティ調査（F/S）段階で環境配慮の必要性を調べ、②必

要な場合には事前環境審査（Initial Environmental Examination：IEE）を実施し、その結果に

よって影響軽減策と環境管理監視計画、若しくは環境影響評価（Env i r onmen t a l  Impac t

Assessment：EIA）の Terms of Reference（T/R）を提案し、③ EIA が必要と判断された場合

１ ヴィエンチャン市には支局はない。
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はこれを実施する。このうち①、②については、事業の主管庁に設置されている環境管理監視

部門（Environmental Management & Monitoring Unit）が STEA に報告しつつ行うもので、③

についてはSTEAで事業実施の許可、不許可が判断されることとされている。実施中の特定事

業については、主管庁が環境管理監視計画を策定して STEA に報告することとなっている。

　道路事業、ダム事業についてはEA規則の制定作業が進行中であるが、水道施設については、

特別にEAを定めてはいない。ただし、JICAを含む世界銀行、アジア開発銀行（ADB）などの

援助機関はそれぞれ独自の EIA ないし EA 規則を有しており、これらの機関の援助事業では

各々の基準でしかるべく EA が実施されている。

　（以上、「環境問題と政府の対応」（後藤 浩行 専門家）を参照して記述した。）

６－１－３　環境保護地域

　ラオスでは 1993 年に保護地域制度（Protected Area System）が設定されて全国に 20 か所の

「国立生物多様性保護地域（National Biodiversity Conservation Area：NBCA）」が指定され、

国土全体の14％が保護区域となった（図６－１）。さらに、県等の管理する保護林（Conservation

Forest）並びに保全林（Protection Forest）も設けられて総面積 800 万 ha、森林面積の 76％に

対して何らかの法的措置がとられている。前者は保護地域の中で１万ha以上の大きさのもので

あり、後者は少なくとも面積の３分の２以上が自然状態で残されているもので、おおむね5,000

～１万 ha の大きさのものが指定されている。

　管理方法については、農林省（Ministry of Agriculture and Forest）が管理権をもち、国立レ

ベルは森林局が、地方レベルのものは県及び地区の森林事務所がこれにあたっている。実務的

には、政策策定と調整事項は省の森林局が、現場業務は県及び地区事務所がこれにあたってい

る。

　また、NBCA 内における管理内容は次の３つの方法によって実施されている。

・地域内の森林と土地利用の管理

・地域内の集落に対する管理

・地域内の資源利用に関して地域住民と共存するための管理

　ヴィエンチャン市においては、土地の 44％、16 万 1,950ha が森林であり、２つの NBCA と

４つの地方保護地域（Municipality or Provincial Protected Area）がある。
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６－２　スクリーニングとスコーピングの結果

　ラオスでは、水道施設については、特別に環境評価規定を定めてはいない。ここでは、JICA開

発調査環境配慮ガイドライン「Ⅸ上水道」に準じてスクリーニング及びスコーピングを行った。

（1）プロジェクトの概要とプロジェクト立地環境

　本件の本格調査では、既存の「ヴィエンチャン市上水道マスタープラン」を改定するかたち

で、「ヴィエンチャン市上水道整備計画マスタープラン」が策定される。したがって、表６－２

のプロジェクト概要は、既存「ヴィエンチャン市上水道マスタープラン」の需要予測、計画

諸元に沿って作成した。また、表６－３（p.67）に現地調査のデータからプロジェクトの立

地環境をまとめているが、プロジェクト位置については未定のためヴィエンチャン市の状況

について記述した。

保護地域 タイプ 面　積 場　　　所

1）Phou Koa Khoay*1 NBCA 200,000ha
Vientiane Prefecture,Vientiane Province &
Borikhamxay Province

2）Phou Phanang*2 NBCA   70,000ha Vientiane Prefecture,Vientiane Province

3）Houayang
Municipality

  70,808ha Xaythany District,Vientiane Prefecture
Protected Area

4）Dong Ban Xay
Municipality

　1,025ha Xaythany District,Vientiane Prefecture
Protected Area

5）Dong Pho Sy
Municipality

　1,000ha
Xaysatha & Hadxaifong District,Vientiane

Protected Area Prefecture

6）Pa Pe Ban Donexangphay
Municipality

　1,045ha Mayparkngum District,Vientiane Prefecture
Protected Area

表６－１　ヴィエンチャン市内の保護地域

出典：NPVからのクエスチョネアの回答
注　：*1図６－１のNo.７、*2 図６－１のNo.18
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項　目

プロジェクト名

背　景

目　的

位　置

実施機関

裨益人口

計画諸元

　計画の種類

　計画の性格

　水源／水質

　送水施設

　
浄水場

　配水施設

　付帯設備

その他特記すべき事項

表６－２　プロジェクト概要

内　　　容

ラオス国ヴィエンチャン市上水道拡張整備計画

都市人口増加、市民の生活水準向上、工業及び住宅地の拡大により

水需要が増加している。現存の施設で給水限界量の操業を行ってお

り、早急な対策が求められている。

給水施設、制度の改善を通してベーシック・ヒューマン・ニーズ

（BHN）の向上に資する。

給水能力の向上による給水人口、給水地区の拡大。

ラオス国ヴィエンチャン市の市街化計画区域

上下水道局（Water Supply Authority：WASA）

マスタープランの目標年次である2020年の給水計画人口約54万人

（2020年の給水地域人口62万人のうちの87％）

注：既存のヴィエンチャン市上水道マスタープランによる。

マスタープランで浄水場の新設又は既存施設の拡張を選択する。

飲料水・一部工業用水

水源： 表流水、水質：良好

延長15km、パイプライン

処理方式：凝集剤→混和池・フロック形成池→沈殿池→急速ろ過池

→塩素消毒

処理能力　11万 5,000m3／日（増強量）

　　　　　21万 5,000m3／日（合計処理能力）

配水池容量の増強が必要。

管理施設
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（2）スクリーニングの結果

　現在の施設容量 10万m3／日に対し 2020 年には 21 万 5,000m3 ／日の容量が必要であり、

浄水場の増強が不可欠であるとされている。代替案としてはタンゴン新浄水場の建設並びに

既存浄水場の拡張があげられているが、最適案はマスタープラン策定のなかで検討されてい

くことになる。このような状況を踏まえて、スクリーニングの結果を表６－４にまとめる。

項　　　目

プロジェクト名

地域住民

（居住者／先住民／計画に対する意識）

生活関連施設

（井戸・貯水池・水道／電気）

保健衛生

（伝染病・疾病／病院／習慣等）

地形・地質

（急傾斜地・軟弱地盤・湿地・断層等）

地下水・湖沼・河川・気象

（水質・水量・降雨量等）

貴重な動植物・生息域

（自然公園・指定種の生息域等）

苦情の発生状況

（関心の高い公害等）

対応の状況

（制度的な対策／補償等）

その他特記すべき事項

社
　
会
　
環
　
境

表６－３　プロジェクトの立地環境

内　　　容

ラオス国ヴィエンチャン市上水道拡張整備計画

現在及び将来の市街化地区の住民

安全かつ安定的な生活用水の供給を希望

現在、給水対象地域に居住している住民も水圧の低

下等で満足な供給を受けていない。新規給水地区に

計画されている地区では、現在は、河川水、ため池、

手掘りの井戸等の水に頼る。飲料水はボトルウォー

ターを購入して利用する住民も多い。

ヴィエンチャン市の公共の電力は80％以上の世帯に

供給されている。

ヴィエンチャン市においても周辺国と比較して乳幼

児死亡率が高い。デング熱、下痢等のウイルス性疾

患が多い。

中心市街地の後背地は低湿地地帯。周辺地域はメコ

ン川沿いの沖積土壌で、全国的に見れば比較的豊か

な農地。

ラオスの河川総流出量は年間2,700億ｔに達し、人口

１人当たり５万4,000m3を超え、アジア地域では最

大である。

土の浸透力は弱く、地下水位が高い。

年間雨量１万7,000mmであるが、乾期にはほとんど

雨が降らない。

ヴィエンチャン市内には６つの保護地域がある。

特になし

自
　
然
　
環
　
境

公
　
害
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評 定

不 明

不 明

有

無

不 明

無

有

不 明

無

無

無

無

不 明

無

不 明

無

無

無

有

無

有

無

無

要

EIA

環境項目 内　　　容

用地占有に伴う移転（居住権、土地所有
１ 住民移転

権の転換）

２ 経済活動 土地等の生産機会の喪失、経済構造の変化

３ 交通・生活施設
渋滞・事故等既存交通や学校・病院など

への影響

４ 地域分断 交通の通行優先による地域社会の分断

５ 遺跡・文化財
寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や価値

の減少

６ 水利権・入会権 漁業権、水利権、山林入会権の阻害

７ 保健衛生 ゴミや衛生害虫の発生等、衛生環境の悪化

建設廃材・残土、汚泥、一般廃棄物等の
８ 廃棄物

発生

９ 災害（リスク） 地盤崩壊・落盤、事故等の危険性の増大

10 地形・地質
掘削・盛土等による価値のある地形・地

質の改変

11 土壌浸食
土地造成・森林伐採後の雨水による表

土流出

12 地下水
掘削工事の排水等による枯渇、浸出水

による汚染

13 湖沼・河川流況
埋め立てや排水の流入による流量、河

床の変化

14 海岸・海域 埋め立てや海況の変化による海岸浸食や堆積

15 動植物
生息条件の変化による繁殖阻害、種の

絶滅

16 気　象
大規模造成や建築物による気温、風況

等の変化

17 景　観
造成による地形変化、構造物による調

和の阻害

18 大気汚染
車両や工場からの排出ガス、有害ガス

による汚染

浄水場からの排水や汚泥等の流入によ
19 水質汚濁

る汚染

20 土壌汚染 排水、有害物質などの流出・拡散等による汚染

21 騒音・振動
車両の走行、浄水場の稼働などによる

騒音・振動の発生

22 地盤沈下
地盤変状や地下水位の低下に伴う地表

面の沈下

23 悪　臭 排気ガス・悪臭物質の発生

　
総合評価：IEEあるいはEIAの実施が必要となるプロジェクトか

表６－４　スクリーニング

備考（根拠）

マスタープランの最適案選定の結果に

よる。ただし、浄水場新設の場合の候補

地のタンゴンは政府敷地内ではある。

同　上

メイン送配水管工事時の交通渋滞の発

生が考えられる。

地下埋設管

ヴィエンチャン市内には寺院等の文化

財がある。

河川流量に比較して取水量は僅少。

上水は改善されるが、排水量増加によ

る下水状況の悪化が懸念される。

現在は、メコン川へ汚泥を還流してい

る。汚泥処理の変更があれば廃棄物処

理に影響がある。

大規模な造成工事はない。

大規模な造成工事はない。

大規模な造成工事はない。

地下水は取水しない。

大規模な発生は考えられない。

海には面していない。

ヴィエンチャン市内には環境保護地域

がある。

気象に影響を与えるような大規模な施

設はない。

景観を害するような大規模な構造物は

ない。

大気汚染源はない。

現在は川に還流している。土泥の発生

量は浄水場の位置によって異なる（メ

コン川又はナムグム川の取水）。

土壌汚染源はない。

工事期間中の騒音・振動が考えられる。

地下水は取水しない。

発生源なし。

影響が生じるおそれがある。

社
　
会
　
環
　
境

公
　
　
害

自
　
然
　
環
　
境
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（3）スコーピングの結果

　スクリーニングの結果を検討して、表６－５にスコーピングチェックリスト及び表６－６

に総合評価をまとめた。

環境項目 評 定 根　　　拠

１ 住民移転 Ｃ
マスタープランの最適案選定の結果によるが、インパクトの生じない場所

の選択が可能。

２ 経済活動 Ｃ 同　上

３ 交通・生活施設 Ｂ メイン送配水管工事時の交通渋滞の発生が考えられる。

４ 地域分断 Ｄ 地域を分断する施設はない。

５ 遺跡・文化財 Ｃ 市内に遺跡・文化財があるがインパクトのない計画が可能である。

６ 水利権・入会権 Ｃ
河川流量に比較して取水量は僅少であるが、新規浄水場については水利権

の確認が必要である。

７ 保健衛生 Ｂ
上水道整備で保健衛生状況は改善されるが、生活排水増加による雨期の洪

水の発生地区の状況の悪化が懸念される。

８ 廃棄物 Ｃ
現在は、メコン川へ汚泥を還流している。汚泥処理の変更があれば廃棄物

処理に影響がある。

９ 災害（リスク） Ｄ 大規模な造成工事はない。

10 地形・地質 Ｄ 大規模な造成工事はない。

11 土壌浸食 Ｄ 大規模な造成工事はない。

12 地下水 Ｄ 地下水は取水しない。

13 湖沼・河川流況 Ｃ 大規模な発生は考えられない。

14 海岸・海域 Ｄ 海には面していない。

15 動植物 Ｃ ヴィエンチャン市内には環境保護地域がある。

16 気　象 Ｄ 気象に影響を与える大規模な施設はない。

17 景　観 Ｄ 景観を害するような大規模な構造物はない。

18 大気汚染 Ｄ 大気汚染源はない。

19 水質汚濁 Ｂ
現在は川に還流している。土泥の発生量は取水する川（メコン川又はナ

ムグム川）によって異なるが、汚泥の処理方法は検討する必要がある。

20 土壌汚染 Ｄ 土壌汚染源はない。

21 騒音・振動 Ｂ 工事期間中の騒音・振動が考えられる。

22 地盤沈下 Ｄ 地下水は取水しない。

23 悪　臭 Ｄ 発生源なし。

表６－５　スコーピングチェックリスト

注：評定の区分

　Ａ：重大なインパクトが見込まれる

　Ｂ：多少のインパクトが見込まれる

　Ｃ：不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかなになる場合も十分に考慮に入れておくもの

　　　とする）

　Ｄ：ほとんどインパクトは考えられないため IEEあるいはEIAの対象としない

社
　
会
　
環
　
境

自
　
然
　
環
　
境

公
　
　
害
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環境項目 判 定

交通・生活施設 Ｂ

騒音・振動 Ｂ

水利権・入会権 Ｃ

保健衛生 Ｂ

水質汚濁 Ｂ

廃棄物 Ｂ

表６－６　総合評価

今後の調査方針

交通渋滞の影響を少なくする管路ルート、施工方法、施
工計画を検討する。

工事期間中の騒音・振動については、インパクトを少な
くする施工方法、施工計画を検討する。

河川流量に比較して取水量は僅少であるが、浄水場新設
の場合については調査の早い時期に水利権の確認を行う。

排水量の増加・水域の変化に伴う下水処理の対応につい
ては、WASAに改善の必要性を提示する。下水道整備は、
同じくWASAの所管事項である。

土泥の発生量は浄水場の位置によって取水する川（メコ
ン川又はナムグム川）によって異なる。現在は川に還流
しているが、将来の汚泥の処理方法は検討する。

上述の汚泥の処理方法の変更を検討する場合には併せて
廃棄・処分方法を検討する。

備　考
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２．主要面談者リスト

〈ラオス国側〉

（1）公共事業省（Ministry of Communication, Transport, Post and Construction：MCTPC）

Mr. Khamlouat Sidlakone Vice-Minister

1） 都市開発局（Department of Housing and Urban Planning：DHUP）

Mr. Bounleuam Sisoulath Director General

2） 上下水道局（Water Supply Authority：WASA）

Dr. Somphone Dethoudom Director General

Mr. Noupheuak Virabouth Deputy Director General

（2）ヴィエンチャン市（Vientiane Prefecture）

Mr. Bounchanh Sinthavong Vice Governor

1） 公共事業局（Department of Communication, Transport, Post and Construction：DCTPC）

Mr. Bounthong Praseutsak Deputy Director

2） Department of Planning and Cooperation

Mrs. Siphone Soukhaphonh Director General

（3）ヴィエンチャン水道公社（Nam Papa Vientiane ：NPV）

Mr. Daophet Bouapha Director General

Mr. Sisamone Kongmany Project Manager

Mr. Saisamon Thammavongsa Deputy Project Manager

Mr. Sisangouane Sirithasack Manager of Division of Engineering and International

Cooperation

（4）Cabinet Office

Mr. Chanry Nouanmaly Director of International Relation

（5）Central Planning Committee（CPC）

International Economic Cooperation Division

Mr. Pheng Inthirath Deputy Director General

Mr. Bounkeuth Thammavongsa Senior Advisor
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〈国際援助機関〉

（1）アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）

Ms. Arouny Anne Sakuklku Senior Project Implementation Officer (Infrastructure)

（2）フランス開発局（Agence Française de Développment：AFD）

Mr. Andre Pouilles-Duplaix Directeur

Ms. Elisabeth Voisin Chargee de Mission

Ms. Saysavanh Ngonvorarath Assistante de Projects

〈日本側〉

（1）在ラオス国日本国大使館

真鍋　　寛 参事官

平山　周作 一等書記官

（2）JICA ラオス事務所

西脇　英隆 所　長

宮田　伸昭 次　長

日高　　弘 所　員

川島　康弘 JICA 専門家（WASA）

後藤　浩行 JICA 専門家

（Science Technology and Environment Agency：STEA）
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３．主要協議先との協議概要

８月 21（水）：

１．公共事業省上下水道局（Water Supply Authority (WASA), Ministry of Communication, Transport,

Post and Construction (MCTPC)）／ヴィエンチャン水道公社（Nam Papa Vientiane：NPV）との

協議

　WASA 及び NPV、それぞれで、表敬・協議を行った。その際、WASA では、フランス開発庁

（AFD）のプログラムと本調査は、役割分担が明確であり問題がないとされたのであるが、NPV

において、両者のTerms of Reference（T/R）が重複していることが判明した。以降、窓口をWASA

として一括して協議を行うこととした。

２．JICA事務所での打合せ

　重複が判明したので、AFDに確認をとろうとしたが、担当者が地方に出張中で８月26日（月）

にヴィエンチャンに戻るということであったため、AFDとの協議まで、ラオス側とT/R協議を進

めることとした。WASAはJICAとAFDのプログラムに重複はないと公共事業省の大臣に説明を

しているものの、重複が解決するまで本調査は実施できないため、本調査団より以下の４つの代

替案を提案し、ラオス側に選択してもらうこととした。

①　本調査の中止

②　JICAがマスタープラン（M/P）を策定したうえで、AFDとの役割分担を明確にして実施する

③　フランスのプログラムでM/P を策定し、それを基として JICA の調査を行う

④　フランスのプログラムを中止若しくは延期する

８月 22 日（木）：

１．公共事業省上下水道局（Water Supply Authority（WASA）, Ministry of Communication, Transport,

Post and Construction (MCTPC)）／ヴィエンチャン水道公社（Nam Papa Vientiane：NPV）との

協議

　JICA及びWASA、それぞれが、調査の重複問題を解決するために、AFDに対して説明する必

要があることを確認した。JICAラオス事務所宮田次長より、８月21日の打合せで決定された４

つの代替案をラオス側に提示した。また、JICAとしては、重複が解決されたことを示すAFDか

らの書面を根拠として、本調査を開始する意向を伝えた。以上の説明、了承を得たうえで、実施

細則（S/W）、協議議事録（M/M）の協議を行った。
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8 月 23 日（金）：

１．アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）

　ヴィエンチャン市における水道に係る ADB の方針を確認した。ADB では、

①　貧困削減

②　経済成長

を目的として、村落給水のプロジェクトを中心に行っており、ヴィエンチャン市都市部での活動

は行っていない。ADBでは、これらのプロジェクトを行う際、ラオス側の窓口としてMCTPC及

び NPV 双方に連絡をとって、調整を行っている。

２．公共事業省上下水道局（Water Supply Authority (WASA), Ministry of Communication, Transport,

Post and Construction (MCTPC)）／ヴィエンチャン水道公社（Nam Papa Vientiane：NPV）との

協議

　S/W、M/M の協議を行った。

8 月 26 日（月）：

１．フランス開発庁（Agence Française de Développment：AFD）

　調査の重複問題について説明を行った。これに対して、AFDも初めて重複問題を知り、非常に

驚いているとのコメントであった。重複しているM/P については、ラオス側より、JICA がM/P

策定するということが決定されていないという通知を受けて、2000年に実施することが決定され

た。2000年 10月５日に署名を行い、2001年より開始する予定であるが、ラオス側の意思に委ね

るとの回答を得た。技術的にヴィエンチャン市をJICA実施域とAFD実施域に分けることができ

るのであれば、地域で役割分担をする可能性についての提案や、調査のあとに、施設の拡張若し

くは新設に伴う無償援助が決まっていないのであれば、JICA と AFD で共同出資の可能性、T/R

をJICAとAFDの再策定する可能性についての提案があった。これに対してJICAは、共同出資、

T/R の共同策定については難しいとの回答をした。

２．公共事業省上下水道局（Water Supply Authority (WASA), Ministry of Communication, Transport,

Post and Construction (MCTPC)）／ヴィエンチャン水道公社（Nam Papa Vientiane：NPV）との

協議

　S/W、M/Mの協議を引き続き行った。また、AFDとの重複問題が、明日 27 日の朝までに解決

しなければ、協議した S/W、M/Mは、問題が解決したのち、JICAラオス事務所とWASAの間で

署名される旨のM/M を別に結ぶことを確認した。
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8 月 27 日（火）：

１．公共事業省上下水道局（Water Supply Authority (WASA), Ministry of Communication, Transport,

Post and Construction (MCTPC)）／ヴィエンチャン水道公社（Nam Papa Vientiane：NPV）との

協議

　AFDとの重複問題が解決しなかったため、この問題が解決したことを示すAFDからの書面を

JICAが受領したときに、協議済みのS/W、M/Mが有効となり、本件の実施を開始する旨のM/M

の署名を行った。
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６．ローカルコンサルタントリスト

　現地再委託業務（エンジニアリングサービス、地形測量、土質調査、社会調査、環境影響評価、

水質分析）に関し、当該業務に経験豊富なローカルコンサルタント、研究機関について調査した

結果は以下のとおり。

（1）エンジニアリングサービス、地形測量、土質調査、社会調査、環境影響調査

①　 S.K. CONSULTATS

住所：7 Phonthan Road - P.O. Box 881 Vientiane

電話： (856-21) 413896, 416014　Fax：(856-21) 414568, 413171

E-mail ID：skconst@loxinfo.co.th

面談者：Mr. Sengkham PHINITH, Managing Director

特徴：ヴィエンチャン市にあるコンサルタントで 1991 年に設立された 100％民間資本に

よる会社である。専門はホテル、事務所ビル、病院、住宅等の建設分野及び上水道を

中心とした都市環境の分野で、計画、設計、工事監理のコンサルティングサービスを

行っている。現在、社員は32名である。おおむね、建築分野50％、上水道分野50％

の売上割合である。ラオスにおける上水道分野の案件にはかなりのシェアでかかわっ

ている。ほとんどが世界銀行、アジア開発銀行（ADB）等の国際機関が関係するプロ

ジェクトであり、ヨーロッパを中心とする海外のコンサルタントとの共同作業であ

る。経営者のMr. PHINITHはラオスの政府機関で30年以上役人を務めた経験を有す

る。この間、技術者として、公共事業省、Nam Papa Lao、電力公社等で働いており、

ADBのチナイモ浄水場プロジェクトのプロジェクトマネージャーであった。設計用

の CAD は Auto CAD を所有。

②　STS Consultants

住所：248 Khouvieng Road Vientiane

電話： (856-21)213180　Fax：(856-21)314598

E-mail ID：souripeter@hotmail.com

面談者：Mr. Choung PHANRAJSAVONG, General Manager

特徴：ヴィエンチャン市にあるコンサルタントで 1997 年に設立された 100％民間資本の会

社。専門分野は土質、地質、社会経済調査、水資源開発、都市・農村開発等であり、

調査・計画、測量、詳細設計から工事監理まで行う。現在、専属の技術者は環境、社

会経済、水資源、地質、土質測量を含めパーマネントスタッフ 16名を含む 30名であ
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る。国際機関が関係するプロジェクトを海外のコンサルタントと共同で実施してい

る。社会調査、環境評価の業務経験（例えば、ADBのWater Supply and Sanitation Package

Aの社会調査並びに初期環境調査（IEE））も有する。経営者のMr. PHANRAJSAVONG

は水資源を専門とする技術者で、メコン川委員会事務局に14年間勤務し、その間1989

～1997年までは水資源ユニットの長を務めていた。設計用のCADはAuto CADを所

有。

③　Lao Consulting Group.

住所：159 Si Amphone Road Ban Vatnak, Moung Sisattanak － P.O.Box 3097, Vientiane

電話： (856-21)313259、314627　Fax：(856-21)313258

E-mail ID：lcg@laoconsulting.com

面談者：Mr. Douan OUTHAY, Managing Director

　　　　　　　Ms. Manilay BOUAVONG, Assistant Managing Director

特徴：ヴィエンチャン市にある 100％民間資本のコンサルタント会社。1993 年にその前

身の Royds Consulting (Lao) Ltd. が設立され、Lao Montgomery Watson Ltd（ニュー・

ジーランド）に改名、2000年にラオス人が経営のマジョリティーを有するジョイント

ヴェンチャーである現在のLao Consulting Groupが設立された。専門分野は環境、道

路、水道、農業、灌漑、都市・農村開発等であり、調査・計画、測量、詳細設計から

工事監理まで行う。現在、専属の技術者はパーマネントスタッフ 25名である。国際

機関が関連するプロジェクトを海外のコンサルタントと共同で実施している。社会調

査、環境評価の関連業務の経験も有する。AFD の Vientiane Prefecture: Extension of

Drinking Water Distribution Network Project に参画中である。経営者のMr. OUTHAY

はニュー・ジーランドの会社のときからコンサルタントとして働いている。設計用の

CAD は Auto CAD を所有。

④　Engineering Division, Nam Papa Vientiane

住所：Phonkheng Road, P. O. Box 2571, Vientiane

電話： (856-21) 412880 ～ 3　Fax：(856-21) 414378

E-mail ID：nplvtels@laotel.com

面談者：Mr. Sisangouane Sirithasack, Manager of Division of Engineering and International

　　　　 Cooperation.

特徴：NPV のエンジニアリング部門で、2002 年９月より独立採算制を施行している。技

術者は 15 名で、14 台の CAD（Auto CAD 2000）を保有している。既に、ADB の地
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方都市水道プロジェクト等の測量・設計業務を請け負っており、地方水道公社からの

水道プロジェクトの調査・設計業務も、委託業務として行っていく予定である。現

在、地方分権化の大きな流れの移行期にあり、独立法人として組織的にも財政的にも

試行段階にある。

　　

（2）水質分析

①　 Chinaimo Water Treatment Plant Laboratory, Nam Papa Vientiane

電話： (856-21) 312564

E-mail ID：－

面談者：中村 真一（JICA シニア海外ボラティア）

特徴：チナイモ浄水場にある水質分析室で、原子吸光光度計を備え、水質に関する分析業務

を行っている。ラオスで本格的な水質分析ができるのは、保健省の水質分析室とここ

だけといわれている。独立採算制を施行しており、地方水道公社に対する水質試験法

の講習・指導、並びに民間企業からの水質分析業務を請け負っているが、上記のエン

ジニアリング部門と同様に、独立法人として組織的にも財政的にも試行段階にある。

現在、JICA シニア海外ボラティアの 中村 氏が常駐して水質分析の指導を行ってい

る。






	表 紙
	序 文
	調査対象地域図
	写 真
	目 次
	第１章 事前調査の概要
	１－１ 要請背景
	１－２ 事前調査の目的
	１－３ 調査団の構成
	１－４ 調査日程
	１－５ 協議概要
	１－５－１ 事前調査中の概要
	１－５－２ 事前調査後の概要

	１－６ 団長所感
	１－７ 水道計画分野担当所感（大村団員）
	１－８ 水道行政分野担当所感（島崎団員）

	第２章 本格調査への提言
	２－１ 調査の目的
	２－２ 調査対象範囲
	２－３ 調査項目とその内容・範囲
	２－４ 調査工程
	２－５ 要員構成
	２－６ 相手国便宜供与事項
	２－７ 調査用資機材
	２－８ 調査実施上の留意点

	第３章 調査対象地域の概要
	３－１ 対象地域
	３－１－１ 位置、面積
	３－１－２ 行政区分
	３－１－３ ヴィエンチャン市

	３－２ 自然状況
	３－２－１ 地 形
	３－２－２ 土 壌
	３－２－３ 水系と水資源
	３－２－４ 気 候

	３－３ 社会・経済状況
	３－３－１ 経済状況
	３－３－２ 海外援助

	３－４ 社会環境・衛生状況
	３－４－１ 社会・保健関連
	３－４－２ 都市の衛生・居住環境


	第４章 上水道セクターの概要
	４－１ 組織・法制度
	４－２ 上位計画・関連計画
	４－２－１ 国家社会経済開発計画
	４－２－２ ヴィエンチャン市都市開発計画

	４－３ 上水道セクターの開発政策と課題
	４－３－１ 上水道セクターの現況
	４－３－２ 上水道セクター開発政策と投資計画
	４－３－３ 上水道セクターの課題


	第５章 ヴィエンチャン市の上水道の現状と課題
	５－１ 上水道事業の現状
	５－１－１ 上水道事業概況
	５－１－２ ヴィエンチャン水道公社（NPV）の組織
	５－１－３ 水需要予測と上水道拡張整備計画
	５－１－４ 水道料金制度とNPVの財務

	５－２ 上水道施設の現状
	５－２－１ 浄水施設の現状
	５－２－２ 送配水施設の現状

	５－３ 運転・維持管理の現状
	５－３－１ 水源水質と水質管理の現状
	５－３－２ 無収水削減対策の現状
	５－３－３ 送配水管網マッピングシステムの現状

	５－４ 上水道整備計画に係る他ドナーの動向
	５－４－１ フランス（AFD）
	５－４－２ アジア開発銀行（ADB）

	５－５ 上水道の課題と本格調査の留意点

	第６章 環境予備調査
	６－１ 環境関連の法律・制度
	６－１－１ 環境政策・法律
	６－１－２ 環境評価制度
	６－１－３ 環境保護地域

	６－２ スクリーニングとスコーピングの結果

	付属資料
	１．T/R、S/W、M/M
	１－１．T/R
	１－２．M/M（2002年８月29日）
	１－３．S/W

	２．主要面談者リスト
	３．主要協議先と協議概要
	４．クエスチョネア及び回答
	４－１．クエスチョネア
	４－２．回 答

	５．収集資料リスト
	６．ローカルコンサルタントリスト
	７．事前評価表


